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Ⅰ 庁内体制と新型インフルエンザ等対策本部             
 

新型インフルエンザ等の発生時に速やかに対策を推進できるよう、未発生期より市

行動計画や各チームの行動マニュアルの適時見直しを行い、庁内体制の確立のための

準備を整える。海外発生した場合には、必要に応じて市対策本部を立ち上げ、直ちに

対策を実施できる体制に切り替える。また、市対策本部の組織の概要と各チームの主

な役割についても以下に記載する。 

  

発生段階 体制の概要 関連する組織等 

未発生期 

通常組織により
市行動計画を見
直す 

東播磨圏域新型インフルエンザ等対策協
議会で協議 

海外発生期 

市対策部による

対応を前提とし

て被害の最小化

等に取り組む 

・緊急事態宣言時は特措法に基づく対策 

本部として「明石市新型インフルエン 

ザ等対策本部」を設置する。 

・緊急事態宣言が発せられていない場合

でも、市長が必要と認めた場合におい

ては、市対策本部を設置する。 

国内発生期 

（地域未発生期） 

地域発生早期 

地域感染期 

小康期 

 

(１) 未発生期の体制 

   ① 市行動計画の見直しの体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ・ 未発生期における市行動計画の見直しについては、必要に応じ総合安全

対策室が見直し案を作成し、関係局部間の協議・調整を行う。庁内の調整

終了後、東播磨圏域新型インフルエンザ等対策協議会において、外部関係

者との協議を経て市行動計画改定版を決定する。 

 

   ○ 東播磨圏域新型インフルエンザ等対策協議会 

     東播磨圏域における新型インフルエンザ等対策に係る施策について検討

を行い、地域の実情に応じた検討・提言を行うために設置された協議会。圏

域内市町、圏域内医師会、圏域内歯科医師会、圏域内新型インフルエンザ専

市行動計画の見直し（案）の作成 （総合安全対策室） 

関係局部間の協議・調整 （総合安全対策室） 

 

外部関係者との協議 （東播磨圏域新型インフルエンザ等対策協議会） 

市行動計画改定版 
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用外来医療機関又は入院を受け入れる協力医療機関、圏域内薬剤師会、看護

協会東播支部、臨床検査技師会、圏域内警察署、圏域内消防局、圏域内社会

福祉団体、圏域内保育協会支部、圏域内教育事務所、兵庫県東播磨県民局を

もって構成される。 

   ② 行動マニュアル見直しの体制 

    ・ 市行動計画の見直し等を受け、各チームにおいて行動マニュアルを適時

適切に見直す。 

 

(２) 海外発生期以降の体制 

   ① 市対策本部の設置・解散 

（特措法に基づく市対策本部の設置） 

    ・国から緊急事態宣言が発せられた際には、特措法に基づき、明石市新型イ

ンフルエンザ等対策本部を設置し、対策を実施する。また緊急事態解除宣言

が発せれた際は、市対策本部を解散する。 

   （市長が必要と認める場合の設置） 

    ・ 新型インフルエンザ等の発生が確認され、市長が必要と認めた場合、市

対策本部を設置し対応する。 

    ・ 設置開始時期は原則として海外発生期とするが、病原性が低い場合は海

外の感染状況等を考慮し、国内発生期（地域未発生期）以降に設置する場

合がある。 

    ・ 市対策本部は小康期以降の適切な時期に解散する。 

   ② 会議の種類 

     市対策本部設置時には「明石市新型インフルエンザ等対策本部会議」を開

催する。また、必要に応じて「明石市新型インフルエンザ等対策連絡会議」

「あかし保健所新型インフルエンザ等対策会議」の２つの会議を開催し、情

報の共有を図るとともに、具体的対応を決定する。 

 明石市新型インフルエ

ンザ等対策本部会議 

明石市新型インフルエ

ンザ等対策連絡会議 

あかし保健所新型イン

フルエンザ等対策会

議 

本部長等 本部長：市長 議長：両副市長 議長：保健所長 

副 本 部 長

等 

副本部長：両副市長 副議長：理事（総合

安全対策担当）、福祉

局長 

副議長：保健所副所

長、保健総務課長 

構成員 教育長、各理事、各局

長、消防局長、保健所

長、関係各部長等 

各局長、各チームリ

ーダー、各チーム副

リーダー 

保健所内関係課長 

事務局 総合安全対策室 総合安全対策室 保健総務課 
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設置基準 国内で新型インフルエ

ンザ等が発生したと

き、国が特措法に定め

る緊急事態宣言を行っ

たとき、又は市長が必

要と認めたとき 

原則として海外で新

型インフルエンザ等

が発生した疑いのあ

るとき 

市対策本部設置時に

限らず必要に応じた

開催 

市対策本部設置時に

限らず必要に応じて

開催 

主な業務 ・国や県の基本方針等

を基に、実施する対策

について選択・決定・

変更の判断を行う。 

・庁内の連携と必要な

相互支援体制を確保

する。 

・保健所対策会議と

連携し、発生状況等

を情報共有し全庁的

な調整を行うととも

に、具体的な対策を

協議する。 

・サーベイランス等

により様々な情報を

収集するとともに、

医療面の対策を協議

し、市連絡会議、市

対策本部へつなげ

る。 

※必要に応じて有識者や外部機関の参画を求める。 

【市対策本部の組織の概要】                        

 

＜対策本部の組織の概要＞

○ 対策本部事務局

○

○議会局

○行政委員会

○政策局

○総務局（税務室）

○市民生活局（市民協働推進室）

○市民生活局（文化・スポーツ室）

○市民生活局（産業振興室）

○都市局（道路安全室）

○農業委員会事務局

○福祉局（あかし保健所以外）

・ ○都市局（下水道室）

・ 　医療対策チーム ○福祉局（あかし保健所）

○市民生活局（市民生活室）

○

・ 全庁的な調整 ○都市局（都市整備室）

・ ○都市局（住宅・建築室）

○市民生活局（環境室）

○水道局

・ 情報収集 ○教育委員会事務局

・ ○消防局

教育チーム

水道チーム

対策の基本方針決定

副
本
部
長

（
両
副
市
長

）

　福祉チーム

消防活動チーム

本部会議

連絡会議

広報チーム

市民チーム

理
事

（
総
合
安
全
対
策
担
当

）

庁内連携と相互支援体制の確保

保健所対策会議

医療面の対策を協議

本 部 長

（市　長）

環境チーム

（総合安全対策室）
総合安全対策部長

具体的対策の協議

市民生活局（あかし総合窓口、各市民センター）

　総務チーム

総務局（総合安全対策室・税務室以外）
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（３） 各チームの主な役割 

チーム名 主な役割 

対策本部事務局 

（総合安全対策室） 

 

 

○市行動計画及び庁内体制の総合調整に関すること 

○国、県、近隣市町との連携に関すること 

○新型インフルエンザ等対策本部の運営に関すること 

（総務チームと連携） 

○特定接種に関する事務のうち、市職員の接種対象者の

決定等庁内調整に関すること 

総務チーム 

 ○総務局 

（総合安全対策室・税務

室以外） 

○議会局 

 ○行政委員会 

 （監査事務局・選挙管理

委員会事務局） 

 

○新型インフルエンザ等対策本部の運営に関すること 

（対策本部事務局と連携） 

○情報管理の総合調整（各チーム間の情報共有を含む）

に関すること 

○市民からの電話相談（健康相談を除く）に関すること

（広報チームと連携） 

○市職員用の感染防止資器材の備蓄及び配付に関する

こと 

○市職員の出勤状況と配備の調整に関すること 

広報チーム 

 ○政策局 

 ○総務局(税務室） 

○広報及び情報提供の総合調整に関すること 

○市民からの電話相談（健康相談を除く）に関すること

（総務チームと連携） 

市民チーム 

 ○市民生活局 

（市民協働推進室） 

  （文化・スポーツ室） 

  （産業振興室） 

 ○都市局 

（道路安全室） 

 ○農業委員会事務局 

○家畜・家きんの感染に関すること 

○公共交通機関・ライフライン事業者・集客施設事業者

との連絡調整に関すること 

○集客施設の臨時休業及び行事・イベント等の中止の総

合調整に関すること 

○社会活動及び事業活動の自粛要請に関すること 

○生活必需品の安定供給に関すること 

※道路安全室は、必要に応じて、教育チームを支援 

福祉チーム 

 ○福祉局（あかし保健所

以外） 

 ○都市局（下水道室） 

 

 

 

 

○保育所、幼稚園における感染拡大防止に関すること 

○福祉施設における感染拡大防止に関すること 

○福祉事業者・介護事業者への機能維持の要請に関する

こと 

○介護施設における感染拡大防止に関すること 

○下水道事業の確保に関すること 

○要援護者への支援に関すること 

※必要に応じ、保健師の派遣等、医療対策チームを支援 
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チーム名 主な役割 

医療対策チーム 

 ○福祉局 

（あかし保健所） 

○市民生活局 

  （市民生活室） 

  （あかし総合窓口） 

  （各市民センター） 

 ○都市局 

（都市整備室） 

  （住宅・建築室） 

 

○医療関係者との連携に関すること 

○新型インフルエンザの基礎知識や感染予防策の情報

に関すること 

○市民からの電話相談（健康相談）に関すること 

○医療体制（診療、空床状況など）の把握に関するこ  

と 

○新型インフルエンザの発生状況（県内・市内）及び

患者情報の把握に関すること 

○予防接種（特定接種・住民接種）に関すること 

○市職員の感染予防に関すること 

○医療機関として代替利用する公共施設の確保に関す

ること 

○地方独立行政法人明石市立市民病院との連携に関す

ること 

○遺体安置所の確保に関すること 

○死亡者の円滑な埋火葬に関すること 

環境チーム 

 ○市民生活室 

（環境室） 

○資源の使用抑制とごみの排出抑制に関すること 

○環境衛生に関すること 

水道チーム 

 ○水道局 

○水道事業の確保に関すること 

教育チーム 

 ○教育委員会事務局 

○学校における感染拡大防止に関すること 

消防活動チーム 

 ○消防局 

○患者等の搬送に関すること 

○搬送従事者の感染予防に関すること 

 

なお、新型インフルエンザ等対策本部の機構図は、「第３編 資料編」に記載する。 

 

※ 各チームについてはこれ以降、下記のとおり簡略化して表記する。 

対策本部事務局=事務局、総務チーム=総務、広報チーム=広報、市民チーム=

市民、福祉チーム=福祉、医療対策チーム=医療、環境チーム=環境、水道チーム

=水道、教育チーム=教育、消防活動チーム=消防 

 



０ 未発生期の対策 
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Ⅱ 各発生段階における対策                          

 

０ 未発生期の対策 

新型インフルエンザ等の状態 

・新型インフルエンザ等の発生が確認されていない状態 

・海外において、鳥類等の動物のインフルエンザウイルスが人に感染する

例が散発的に発生しているが、人から人への持続的な感染はみられていない

状況 

対策の目的 

（１）発生に備えて体制の整備を行う。 

（２）関係機関との連携の下に発生の早期確認に努める。 

対策の考え方 

（１）新型インフルエンザ等は、いつ発生するか分からないことから、平

素から警戒を怠らず、本計画を踏まえて国、県等とも連携を図り、発生

時の体制の構築や訓練の実施、人材の育成等、事前の準備を推進する。 

（２）発生時の対策等に関し、市民全体での認識共有を図るため、継続的

な情報提供を行う。 

 

＜対策の内容＞ 

 

 

（１） 市行動計画等の作成 【事務局・医療】 

特措法の規定に基づき、発生前から、新型インフルエンザ等対策に係る市行

動計画を作成し、必要に応じて見直す。 

 

（２） 本市における体制の整備及び連携強化 【事務局・医療】 

ア 明石市新型インフルエンザ等対策本部条例を制定し、初動対応をはじめと

した対策本部の体制を整備する。 

イ 国、県および指定（地方）公共機関と相互に連携し、新型インフルエンザ

等の発生に備え、平素からの情報交換や連携体制の確認、訓練を実施する。 

 

 

（１） 情報の収集・分析 【医療】 

国内外の鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザ等に関する情報を収集

し、国、県等を通じて、国内外のインフルエンザ等発生動向を把握する。 

 

０-２ 情報収集・提供 

０-１ 実施体制 
担当チームは【 】内に記載。主担当を  で表記。 



０ 未発生期の対策 
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（２） サーベイランスの実施 【市民・医療・教育】 

  ア 平常時のインフルエンザサーベイランス 【医療・教育】 

下に示す５つのサーベイランスを活用して、インフルエンザの発生動向等

を把握・分析し、国内・県内・市内のインフルエンザ患者発生動向等を定期

的（週報、月報）に公表する。 

平常時のサーベイランス体制については関係機関と協調して充実を図る。

また、海外発生期以降に強化されることとなるサーベイランスについて、速

やかに 実施できるよう、あらかじめ学校、医師会等関係機関との間で協力

体制を構築 しておく。 

（ア） 医療機関（患者発生）サーベイランス 【医療】 

市内のインフルエンザ定点の医療機関における発生動向を週ごとに

把握する。 

（イ） 検体定点（ウイルス）サーベイランス 【医療】 

ウイルスの性状変化を監視するため、病原体定点医療機関から定期的

にインフルエンザ患者の検体提出を受け、ＰＣＲ検査や薬剤耐性検査を

行う。 

（ウ） インフルエンザ入院サーベイランス 【医療】 

市内の基幹定点の医療機関におけるインフルエンザによる入院患者

の発生動向を調査し、重症化の状況を把握する。 

（エ） 学校サーベイランス 【教育】 

学校保健安全法等に基づくインフルエンザに係る出席停止及び臨時

休業等の情報並びに各学校の欠席者情報等を毎日収集し、学校現場にお

ける流行状況を把握する。 

（オ） 薬局サーベイランス 【医療】 

薬局で処方された抗インフルエンザウイルス薬の増加状況から、イン

フルエンザの流行を検知する。 

イ  豚インフルエンザ・鳥インフルエンザの発生監視 【市民】 

（ア） 県は、豚からの新型インフルエンザの発生を監視するためにインフル

エンザ流行予測調査事業を実施している。豚からインフルエンザウイル

スが検出された場合には、当該豚に接触したことが疑われる濃厚接触者

に対し保健所は健康調査を行う。 

（イ） 死亡野鳥等の情報を県および関係機関と連携して収集し、鳥インフル

エンザの発生状況を監視する。 

 

 



０ 未発生期の対策 
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（３） 兵庫県インフルエンザ情報センター 【医療】 

サーベイランスから得られたインフルエンザに関する情報を兵庫県インフ

ルエンザ情報センター（県立健康科学研究所内）に提供し、同センターにおい

て一元的に集約、分析し、市民や医療機関への情報発信が行われる。 

 

（４） 情報提供 【広報】 

ア 新型インフルエンザ等に関する基本的な情報や発生した場合の対策につ

いて、各種広報媒体を利用し、継続的に分かりやすく情報提供を行う。特に

新型インフルエンザ等対策は国家の危機管理として行うため、公衆衛生上の

問題が生じるおそれがある施設の使用制限や営業の自粛を要請することが

ありうることなど、活動の自由を制約するような対策を実施することがある

ことについて、あらかじめ理解を得るよう情報発信に努める。 

イ 新型インフルエンザ等発生時に備え、広報あかし、ホームページ（フェイ

スブック、ツイッターを含む。以下同じ）、防災ネットあかし等を活用し、

市民に向けてインフルエンザ流行期の咳エチケットや手洗い、有症状時の外

出自粛と治療専念、食料や日用品、マスク等の備蓄など、自らの感染予防と

自らが感染源とならないようにするための対策について普及啓発を行う。 

ウ 市民に対して、発生時の医療機関受診方法を周知し、理解を得ておくよう、

広報あかし、ホームページ、防災ネットあかし等を通じて啓発する。 

① 海外発生期から地域発生早期までは、コールセンターを通じて相談セン

ターに連絡して、専用外来が紹介されること。 

② 地域感染期からは、相談センターが縮小・廃止され、外来協力医療機関

等の新型インフルエンザ等が疑われる症状を呈した者が受診できる医療

機関が広報されること。 

エ 鳥インフルエンザの国内外での発生状況を広報するほか、国内で人への感

染が確認された場合の対策等について情報提供する。 

オ 発生時の記者発表等のあり方について、予め報道機関との間で検討をして

おく。 

カ 季節性インフルエンザワクチン、肺炎球菌ワクチン等について、市民自ら

がワクチン接種の必要性を判断できるよう、必要な情報の周知を図る。 

キ 新型インフルエンザ等緊急事態における施設の使用制限の要請等の対策

について周知を図る。 

 

（５） コールセンターの体制整備 【総務・広報・医療】 

帰国者や濃厚接触者等感染が疑われる者及び不安を抱える市民からの相談
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に対応する「コールセンター」の設置を準備する。  

なお、設置にあたっては生活相談など市民の生活に密着した内容に対応でき

る体制を確保する。 

 

 

（１） 患者・濃厚接触者への対応準備 【医療】 

ア 保健所は、感染症法に基づく調査の必要性や健康観察、入院措置等につい

て、その必要性を説明する際の資料や同意書等を準備しておく。 

イ 保健所は、新型インフルエンザ等患者発生時に迅速に調査ができるよう、

あらかじめ公衆衛生専門職員（医師、保健師、食品衛生監視員等）のなかか

ら疫学調査員を決定しておく。なお、発生の規模が大きくなることを想定し、

一定の研修を行った上で他の人材を育成、活用することを検討する。 

 

（２） 個人における対策の普及 【総務・広報・市民・福祉・教育】 

本市、学校及び事業者は、咳エチケット・マスク着用・手洗い・うがい、人

混みを避ける等の基本的な感染対策について理解促進を図る。 

 

（３） 地域対策・職場対策の周知 【総務・広報・市民・福祉・教育】 

新型インフルエンザ等発生時に実施される、個人における対策のほか、職場

におけるインフルエンザ対策として実施されている感染対策について周知を

図る。 

 

（４） 予防接種体制の構築 【事務局・医療】 

季節性インフルエンザなどの各種ワクチンの接種を啓発するとともに、特措

法で定める特定接種及び住民接種（市民の予防接種）について、県及び市医師

会等関係機関と連携して実施体制を整備する。 

ア 特定接種【事務局・医療】 

① 特定接種の対象となる登録事業者の登録について、国が定める、特定接

種に係る接種体制、事業継続に係る要件や登録手続き等を示す登録実施要

領等に基づき、事業者への周知を行うなど必要な協力を行う。 

② 国が事業者の登録申請を受付け、基準に該当する事業者を登録事業者と

して登録することに協力する。 

③ 本市職員に係る特定接種についての接種対象者、接種方法をあらかじめ

定めるとともに、産業医や市医師会等の協力を得て接種体制等を整備する。 

イ 住民接種【医療】 

０-３ 予防・まん延防止 
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市内に居住する者に速やかに住民接種が行えるよう、市医師会の協力を得

て、接種実施人員の配置や接種会場の設置確保など接種体制を構築する。 

 

（５） 社会活動制限の準備 【市民・福祉・医療】 

新型インフルエンザ等が市内で発生した場合に備えて、各局において次の対

応を検討しておく。また、必要に応じ、県知事の要請に基づく社会活動制限等

の実施について関係機関に周知しておく。 

① 幼稚園、小・中・高等学校（以下「学校等」という。）における、臨時休

業の判断や臨時休業中の対応（児童、生徒等の実質的な自宅待機等の確保） 

② 保育所・福祉関係事業所に対し、臨時休業の判断や代替措置等についての

対応 

③ 集客施設における、職場も含めた感染防止の措置の徹底 

④ 大規模集会やイベント等不特定多数の集まる活動を主催する事業者に対

する、感染対策の徹底や発生時の開催自粛等についての要請 

 

 

（１） 医療体制の整備 【医療】 

ア 県と連携し、原則として、二次保健医療圏等の圏域を単位として、明石市

医師会、薬剤医師会、地域の中核的医療機関を含む医療機関、消防等の関係

者からなる圏域協議会において、地域の関係者と密接に連携を図りながら地

域の実情に応じた医療体制の整備を推進する。 

（検討事項等の例） 

① 医療機関の設備など地域医療資源等の把握 

地域医療機関の医療資器材（人工呼吸器等）の確保状況、設備面におけ

る院内感染対策の状況（待合室区分等）、診療継続計画の作成状況、地域

感染期における新型インフルエンザ患者等の受け入れ体制等の把握。 

② 医療機関の登録(特定接種事前登録) 

新型インフルエンザ等医療の提供、あるいは、生命・健康に重大・緊急

の影響がある医療の提供を行う保険医療機関を対象とする。 

③ 専用外来を設置する医療機関等 

圏域協議会及び医師会と連携して、専用外来を実施する医療機関の整備

を進める。院内感染対策を確保するための仮設外来等の設置を検討する。 

④ 外来協力医療機関の確保・準備 

県内感染期等における患者増加に対応する外来協力医療機関を確保し 

準備する。 

０-４ 医療体制 
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⑤  入院患者の受け入れ体制 

入院協力医療機関として、院内感染対策が整備されている医療機関に入

院患者を優先的に受け入れる体制の整備。 

⑥ 感染症指定医療機関との連携体制の構築 

⑦ 使用可能な病床数の把握と臨時の医療施設等 

新型インフルエンザ等患者が増加した場合の医療機関における使用可

能な病床数（定員超過入院を含む。）等の把握や医療機関の収容能力を超

えた場合における臨時の医療施設の設置及び医療提供体制について県が

検討するに当たり、市内部で調整しておく。 

⑧  新型インフルエンザ等の初診患者の診療を行わない医療機関の選定 

地域の医療機能維持の観点から、がん医療や透析医療、産科医療等の常

に必要とされる医療を継続するため、必要に応じて新型インフルエンザ等

の初診患者の診療を原則として行わない医療機関の設定。 

⑨  入所施設における医療提供体制 

社会福祉施設等の入所施設において、集団感染が発生した場合の医療提

供の方法。 

⑩ 在宅患者にかかる医療提供体制 

往診を要する在宅患者にかかる、新型インフルエンザ等が発生した場合

の医療提供の方法。 

イ 保健所は、全ての医療機関に対し、その特性や規模に応じた診療継続計

画を作成するよう要請するとともに、その作成の支援に努める。 

ウ 保健所は、一般医療機関に対して、平常時から、新型インフルエンザ等

発生時も想定した院内感染対策を適切に講じたうえで診療するよう要請す

る。また、医療機関に対し、新型インフルエンザ等を疑う患者を診察した

場合には、保健所へ連絡するよう周知する。 

エ 透析患者、妊婦、小児等、感染すれば重症化するリスクの高いグループ

があることを踏まえ、それに対する受け入れ先の医療機関の確保など医療

体制の整備に努める。 

 

（２） 入院医療機関の情報共有体制の整備 【医療】 

地域感染期において、重症患者の迅速な入院治療を実施するため、市医師会

と保健所とが連携し、診療可能な医療機関の有無、空床状況等を把握し、医療

機関等の関係機関が情報共有できる体制の整備を進める。 
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（３） 検査体制の整備 【医療】 

新型インフルエンザ等の発生に備え、県立健康科学研究所へのＰＣＲ法等の

検査依頼体制の充実に向け、速やかに対応ができるよう県との連携を強化する。 

 

（４） 感染防止のための個人防護具等の整備 【総務・医療・消防】 

ア 患者の疫学調査などの初動対応に必要な個人防護具などの資材等（マスク、

防護服、消毒薬等）の在庫状況を把握し、備蓄を行う。 

イ 新型インフルエンザ等発生時の市民への支援のために必要な個人防護具

などの資材等の備蓄を行う。 

ウ 感染者に接触する可能性のある救急隊員等搬送従事者のために必要な感

染防護資材等の備蓄を行う。 

 

（５） マニュアル等の作成、研修、訓練等 【医療】 

ア 国が作成した新型インフルエンザ等の診断、トリアージを含む治療方針、

院内感染対策、患者の移送等に関する手引き等について、医療機関に周知す

る。 

また、保健所は、二次保健医療圏域ごとに確保する医療体制について、圏

域のルール等を記載した患者受け入れ等のマニュアルや手引き等を活用し、

圏域内の医療機関等に周知する。 

イ 新型インフルエンザ等対策について医療関係者や対策に従事する関係機

関職員などを対象に研修会等を開催し、感染症予防対策に係る十分な知識や

最新情報の提供に努める。 

ウ 新型インフルエンザ等発生を想定した図上訓練、実働訓練等を県、その他

関係機関と連携して実施する。 

  

 

（１） 業務計画等の作成 【水道】 

ア 水道事業者である本市は、新型インフルエンザ等発生時に水を安定的かつ

適切に供給できるよう、新型インフルエンザ等対策の内容、実施方法、実施

体制、関係機関との連携等に関する事項を定めた業務計画等を作成する。 

 

（２） 事業継続計画等の作成推進 【市民】 

ア 事業者に対して、職場における感染対策及び対策に必要な資材等の備蓄並

びに事業を維持するための体制等について、事業継続計画を作成する等、十

分な事前準備を要請する。 

０-５ 市民生活及び市民経済の安定の確保 
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イ 電気・ガス・水道の供給、電話サービス、運輸、食品流通等の市民生活の

維持に欠くことのできない事業者に対して、事業継続計画を作成するととも

に、その実施にあたり経験者等の活用も含め、業務運営体制が確実に維持で

きるよう要請する。 

ウ 社会機能維持、企業活動自粛等社会全体で取り組む対策について、具体的

な推進方策等を検討する。 

 

（３） 新型インフルエンザ等発生時の要援護者への生活支援 【福祉】 

高齢者、障害者等の要援護者への生活支援（見回り、介護、訪問診療、食事

の提供等）、搬送、死亡時の対応等について、要援護者を把握するとともにそ

の具体的手続きを決めておく。 

 

（４） 火葬能力等の把握 【医療】 

火葬場の能力及び一時的に遺体を安置できる施設についての把握・ 検討を

行い、火葬又は埋葬を円滑に行うための体制を整備する。 

 

（５） 物資及び資材の備蓄等 【総務・医療】 

新型インフルエンザ等対策の実施に必要な医薬品その他の物資及び資材を

備蓄し、または施設及び設備を整備する。 
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１ 海外発生期の対策 

新型インフルエンザ等の状態 

・海外で新型インフルエンザ等が発生した状態 

・国内では発生していない状態 

対策の目的 

（１）新型インフルエンザ等の国内侵入の状況等を注視しつつ、地域発生の遅延

と早期発見に努める。 

（２）地域での発生に備えた体制の整備を行う。 

対策の考え方 

（１）新たに発生した新型インフルエンザ等の病原性や感染力等について十分な

情報がない可能性が高いが、その場合は、病原性・感染力等が高い場合にも

対応できる措置をとる。 

（２）対策の判断に役立てるため、国は国際的な連携の下で、海外での発生状況、

新型インフルエンザ等の特徴等に関する積極的な情報収集を行い、県は国か

ら情報提供される新型インフルエンザ等の情報を市、医師会等に速やかに情

報提供する。 

（３）地域で発生した場合には早期に発見できるようサーベイランス・情報収集

体制を強化する。 

（４）海外での発生状況について注意喚起するとともに、地域での発生に備え、

発生した場合の対策についての的確な情報提供を行い、医療機関、事業者、

市民に準備を促す。 

（５）検疫等への協力により、地域での発生をできるだけ遅らせるよう努め、

その間に医療機関等への情報提供、検査体制の整備、診療体制の確立、市

民の生活及び経済の安定のための準備、特定接種の実施等、地域での発生

に備えた体制整備を急ぐ。 

（６）不顕性感染の存在を考慮すると、海外渡航歴や症例定義を絶対視せず、

臨床医等からの疑わしい症例情報にも慎重に対応する。 

 

<対策の内容> 

 

（１） 明石市新型インフルエンザ等対策連絡会議等の設置 【事務局・総務】 

新型インフルエンザ等が疑われる事象が海外で発生した場合には、全庁的組

織として、明石市新型インフルエンザ等対策連絡会議を設置し、保健所対策会

議と連携しながら全庁的な調整を行う。 

また、緊急事態宣言が発せられた場合には、特措法に基づき市対策本部を直

１-１ 実施体制 
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ちに設置する。緊急事態宣言が発せられていない場合でも、市長が必要と認め

たときは、特措法に基づかない任意の市対策本部を設置する。 

 

（２） 対処方針の作成 【事務局・医療】 

国、県が作成した対処方針に基づき、市の対処方針を作成し、公表する。 

 

 

（１） 情報の収集・分析 【福祉・医療・教育】 

ア 情報収集 【医療】 

新型インフルエンザ等の発生に関して国内外の機関が公表する情報の収

集・確認・分析を行う。 

イ サーベイランス等の強化・拡充 【福祉・医療・教育】 

国からの通知により平常時のサーベイランスに加えて、次のサーベイラン

スを追加実施する。 

(ア)  届出による全数把握 

        全ての医師に、症例定義を満たす新型インフルエンザ患者等(疑似症

患者を含む。)の情報について届出を求める。 

（イ） 入院患者の全数把握 

全ての医師に、症例定義に合致するインフルエンザ様症状の重症化

により入院した患者の情報について提供を求める。 

（ウ） 学校・施設サーベイランスの拡大 

大学、短期大学や社会福祉施設等においてもインフルエンザの集団

発生等があった場合に、保健所への報告を求めるなど、学校サーベイ

ランス等を拡大する。 

 

（２） 情報提供 【広報・医療】 

ア 情報提供体制の整備 【広報】 

新型インフルエンザ等発生時のメディア等への情報提供を一元化するた

め、新型インフルエンザ等対策に関する広報担当（総合安全対策部長及び保

健所長）を設置する。 

イ 市民への情報提供 【広報】 

この発生段階から、市民に新型インフルエンザ等に対する正確な知識を持

ってもらい、冷静に行動してもらうことが肝要になる。このため、より強い

情報の発信を行うこととし、市長メッセージの発出等を実施する。 

（ア） 市長メッセージによる広報 

１-２ 情報収集・提供 
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市長メッセージを発出し、発生状況・予防策等を周知するとともに、

感染予防への協力を求める。 

（市長メッセージの内容例） 

① 患者の発生地域、発生日、患者の病状 

② 保健所が実施する健康調査への協力依頼 

③ 発生地域に滞在していた者への医療機関を受診する際の留意事項 

（相談センターへの事前連絡等） 

④ 発生地域への旅行自粛 

⑤ 感染予防の実践啓発（咳エチケットの励行、濃厚接触者のマスク着

用、手洗い、うがいの励行等） 

⑥ 市の対策の周知（市対策本部の設置、対策決定のプロセス、相談窓

口開設等） 

⑦ 有識者からの新型インフルエンザ等に関するコメント 

⑧ その他の基本的事項の周知 

・新型インフルエンザ等は誰もが感染する可能性があること。 

・感染したことについて､患者やその関係者には原則として責任はな

いこと。 

・個人レベルでの対策が全体の対策推進に大きく寄与すること。 

（イ） 渡航自粛の広報に係る関係機関の連携 

新型インフルエンザ等が流行している地域への渡航は、国の渡航延期

勧告に沿って可能な場合は見合わせるよう広報する。その際、検疫所等

と連携して実施する。 

 

ウ 医療機関への情報提供 【医療】 

（ア） 国に症例定義の速やかな提供を要請するとともに、症例定義を入手後、

直ちに医療機関に周知し、該当する患者がある場合の速やかな情報提供

を要請する。 

（イ） 国、県から新型インフルエンザ等患者の発生状況に係る緊急情報が提

供された場合は、直ちに市医師会等関係機関に周知し、国、県が示した

Ｑ＆Ａ等を市ホームページに掲載する。国、県の情報が変更された場合

も同様の取扱いを行う。 

 

（３） 相談センターの周知 【広報・医療】 

有症帰国者等は、相談センターへ連絡するよう関係機関等に周知する。 
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（４） コールセンターの設置 【総務・広報・医療】 

ア 市民からの一般的な相談に幅広く対応するためコールセンターを開設する。 

コールセンターは市民からの相談に一元的に対応する。相談のうち、症状が

あり専用外来を受診することが適当と考えられる者については、相談センタ

ーを紹介する。 

イ 応対にあたっては、国、県の作成したＱ＆Ａ等を活用する。また、市民等

からの問い合わせ内容を踏まえて、市民や関係機関が、どのような情報を必

要としているのかを把握し、国、県へ情報提供する。 

 

 

国、県と連携し、市内における新型インフルエンザ等患者の発生に備え、感染症

法に基づく患者への対応（治療・入院措置等）や患者の同居者等の濃厚接触者への

対応（外出自粛要請、健康観察の実施、有症時の対応指導等）の準備を進める。ま

た、検疫所から提供される入国者等に関する情報を有効に活用する。 

 

（１） 患者・濃厚接触者への対応準備 【医療】 

ア 保健所は、感染症法に基づく調査の必要性や健康観察、入院措置等につい

て、その必要性を説明する際の資料や同意書等について準備しておく。 

イ 保健所は、新型インフルエンザ等患者発生時に迅速に調査ができるよう、

公衆衛生専門職員（医師、保健師、食品衛生監視員等）による疫学調査の実

施に向けて、調査内容等を確認する。なお、発生の規模が大きくなることを

想定し、一定の研修を行った上で他の人材を育成、活用することを検討する。 

 

（２） 個人における対策の普及等 【総務・広報・市民・福祉・教育】 

ア 市、学校及び事業者は、次の感染防止の措置を呼びかける。 

・咳エチケット・マスク着用・手洗いの励行 

・新型インフルエンザ等を疑う症状を呈した際には、コールセンターに相談

してから医療機関に受診すること 

イ 職場におけるインフルエンザ対策として実施されている感染対策につい

て周知を図る。 

 

（３） 水際対策への協力 【医療】 

ア 新型インフルエンザ等の発生地域からの帰国者等を対象に、検疫所と連携

して早期の患者発見等に努める。 

（ア） 新型インフルエンザ等の発生地域からの帰国者に対して、検疫所長

１-３ 予防・まん延防止 
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から検疫法に基づく通知があった場合、検疫所長が定めた期間、健康

監視対象者の健康状態（体温等）を把握する（以下「健康監視」とい

う。）とともに、 健康状態に異状を生じた場合は、直ちに保健所へ連

絡するよう要請する。 

（イ） 健康監視下において健康状態に異常が生じた者については、速やか

に医療機関への受診を勧奨する。あわせて、その接触者に対して保健

指導 等を実施し、異状がある場合には直ちに指定された医療機関へ

の受診を指導する。 

 

（４） 予防接種の支援 【事務局・医療】 

    ア 特定接種 【事務局・医療】 

医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定を確保するために行われ

る予防接種の実施を国が決定した場合には、国が実施する登録事業者の接種

対象者への特定接種が円滑に行われるよう協力するとともに、市職員の特定

接種を行い、速やかに接種を終了させる。 

（ア） 国が定める優先接種順位の徹底に協力する。 

（イ） ワクチン接種の開始に伴い、国が実施する接種実施モニタリング及び 

予防接種法に基づく副反応報告について、市医師会等関係機関と連携し

て必要な協力を行う。 

（ウ） 登録事業者である医療機関は、新型インフルエンザ等医療の提供並び

に生命・健康に重大・緊急の影響がある医療の提供に従事する医療従事

者への特定接種を実施する。 

（エ） 登録事業者のうち、企業内診療所を開設し特定接種を実施する場合に

は、診療所開設許可等の手続きを迅速に処理する。 

（オ） 対象となる市職員に対して、本人の同意を得て特定接種を行う。 

イ 住民接種 【医療】 

（ア） 国が特措法第 46条に基づく住民に対する予防接種又は予防接種法第６

条第３項に基づく新臨時接種の準備を開始した場合は、国、県と連携して、

接種体制の準備を行う。 

（イ） 市行動計画に定めた接種体制に基づき、具体的な接種体制の構築の準

備を進める。 

（ウ） 予防接種を行うために必要があると認めるときは、県に対し、医療従

事者の確保と予防接種の協力の要請を行う。 

（エ） 住民接種の優先接種順位、接種会場、接種日程などを市民に広報する

とともに、予防接種に対する相談に対応する。 
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（５） 社会活動制限の準備の要請 【市民・福祉・教育】 

新型インフルエンザ等が市内で発生した場合に備えて、県は関係機関に対し

て対策レベルに応じた対応を実施するよう事前に要請する。特に重症化率の高

い新型インフルエンザ等が市内で発生した場合に備えて、 次の事項について、

あらかじめ対応しておくよう要請が行われる。市は県の要請が効果的に実施さ

れるよう協力する。 

ア 学校等及び保育所・福祉関係事業所（通所・短期入所事業所）に対する、

次の感染防止の措置の呼びかけ 

・手指の消毒設備の設置 

・咳エチケット・マスク着用・手洗いの励行 

・高熱のある児童・生徒、利用者、職員等の登校、通園、出勤等の自粛 

・同居家族で新型インフルエンザ等の患者が発生した場合の登校、通園、出

勤等の自粛 

イ 集客施設やイベント開催事業者に対する、次の感染防止の措置の呼びかけ 

・手指の消毒設備の設置 

・従業員や利用客の咳エチケット、マスク着用、手洗いの励行 

・高熱のある利用者の利用自粛 

・高熱のある従業員の自宅待機 

・同居家族で新型インフルエンザ等患者が発生した利用者の利用自粛及び従

業員の自宅待機 

・発生時の施設の休業や、イベントの中止又は延期の検討 

ウ 育児・介護のために休まざるを得なくなった従業員の休暇取得についての

事業者への特別な配慮の要請 

エ 対策レベル３の状況等においてやむなく保育を行う場合を想定して、保育

所を支援するシステムの検討 

 

対策レベル３に相当する新型インフルエンザ等が発生した場合は、次の社会

活動制限の要請を行うことがあることを事前に周知しておく。 

ア 市民に対する不要不急の外出の自粛要請 

イ 施設管理者に対する施設の使用制限 

ウ 事業者等に対する集会・イベント等の中止又は延期の要請等 
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（１） 専用外来及び相談センターの設置 【医療】 

事前に圏域協議会等で検討し準備している医療機関において、専用外来を設

置する。 

また、保健所に相談センターを設置する。 

 

（２） 医療機関における対応 【医療】 

ア 専用外来における対応 【医療】 

（ア） 専用外来を設置することとされている医療機関に患者受け入れ体制の

確認を行う。 

（イ） 専用外来は、相談センターが新型インフルエンザ等への感染が疑われ

ると判断した者について、同センターからの依頼により診療する。 

（ウ） 保健所は、専用外来を設置する医療機関から、院内感染対策を講じる

ため仮設外来を設置することなどについての構造設備変更許可申請が

あったときは、これを迅速に処理する。 

イ 一般医療機関における対応 【医療】 

（ア） 一般医療機関においては、発熱等の症状がある者の受診に対し、院内

感染を防止するための感染防止策を励行する。 

（イ） 保健所は、有症帰国者等が一般医療機関を受診した場合には、別室等

で待機させ、直ちに相談センターへの連絡を行うよう、各医療機関に周

知する。 

ウ 医療体制の確保 【医療】 

（ア） 新型インフルエンザ等の流行拡大に伴う重症者の増加に備えて、市医

師会等関係機関と協力・連携のうえ、外来協力医療機関の確保に努める。 

（イ） 院内感染対策が整備されている医療機関に入院病床確保について協力

要請するなど、市医師会等関係機関とも連携して入院病床の確保に努め

る。 

エ ファクシミリ処方の準備 【医療】 

地域感染期の患者数が増大した時期に、慢性疾患等で定期的に医療機関を

受診している者について、新型インフルエンザ等への感染の有無や慢性疾患

の状況についてかかりつけ医が電話で診断できた場合、医師は抗インフルエ

ンザウイルス薬等の処方箋をファクシミリで発行する。 

この取扱いについて国が示す対処方針を市医師会と連携してかかりつけ

医に周知する。 

 

１-４ 医療体制 
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（３） 空床情報収集・共有システムの活用体制の構築 【医療】 

市内での発生に備え、市医師会と連絡調整を行い、入院に係る医療機関の調

整の必要性が認められた時点で、空床情報収集・共有システムが活用できる体

制を構築する。 

 

【空床情報収集・共有システム】 （出典：県行動計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 検査体制 【医療】 

ア 検査機関 【医療】 

県立健康科学研究所との間における、新型インフルエンザ等に対する検査

依頼体制を整備する。 

ＰＣＲ検査で初めて陽性となった場合は、検査の精度や整合性を図るため、

国立感染症研究所に搬送し、確定検査を行う。国立感染症研究所と県立健康

科学研究所の検査結果の整合性が確認された後は、県立健康科学研究所での

検査が確定検査となる。 

イ 検査対象 【医療】 

検査体制が整備されてから、地域発生期の間、原則としてすべての疑似症

患者。 

（ア） 有症帰国者等の新型インフルエンザが疑われる患者 
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（イ） 医師が新型インフルエンザ等を強く疑い、保健所長が検査を必要と 

    認める患者 

 

（５） 抗インフルエンザウイルス薬の対応 【医療】 

予防投与の準備 

新型インフルエンザの患者が発生した際に、患者の同居者又は感染防護が不

十分なまま患者と接触した医療従事者、救急隊員等の搬送従事者には、発病を

防止するため、抗インフルエンザウイルス薬を予防投与することがある。 

このため、国、県と調整の上、備蓄している抗インフルエンザウイルス薬を

活用して予防投与を行うこととし、関係医療機関に周知する。 

 

（６） 感染対策に係る個人防護具等の確保 【総務・医療・消防】 

患者等に直接接触する業務を行う職員等の感染予防のため、個人防護具（マ

スク、防護服、消毒薬等）の在庫状況、市場流通状況の確認を行うとともに、

必要数を確保する。 

 

 

（１） 関係事業者等への準備の要請 【市民・福祉】 

県から市民生活及び市民経済の安定に不可欠な事業者、不特定多数の市民を

特定の場所等に受け入れる等感染を拡大させることにつながる可能性のある

事業を行う者に対し、以下のとおり要請が行われる。 

① 従業員の健康状態を十分把握し、異状を呈する従業員がある場合には自宅

待機等の措置を行うこと。 

② 家族の看護等のために休まざるを得ない従業員に、休暇取得等の配慮を行

うこと。 

③  従業員や利用者を含め、咳エチケットの徹底、マスクの着用、手洗いの徹

底、人と人との不用意な接触の防止等の感染防止措置をとること。 

 

また、以下のとおり、県が関係事業者に対し、必要な措置を実施するよう

行う要請について市はその要請が効果的に行われるよう協力する。 

ア 大規模集会、興行等不特定多数が集合する事業を主催する者に対して、開

催の延期・ 自粛等ができないか検討すること。 

イ 指定（地方）公共機関及び登録事業者に対して、業務計画及び事業継続

計画に基づく事業の継続について十分に準備すること。 

ウ 病院等の医療機関、高齢者施設等の福祉施設に対して、感染防止措置の

１-５ 市民生活及び市民経済の安定の確保 
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より一層の強化と徹底、基礎疾患を有する入院・入所者等へのケアの徹底、

集団感染が発生したときの医療の確保についての検討。 

エ 県からの要請に基づき、事業者の業務継続の必要性から出勤せざるを得

ない従業員等の保育ニーズに対応するため、保育施設が休業となった際で

も、必要最小限の乳幼児を受け入れる体制を構築すること。 

 

（２） 遺体の火葬・安置の準備 【医療】 

火葬場の火葬能力の限界を超える事態が起こった場合に備え、国、県からの

要請に応じ一時的に遺体を安置できる施設の確保ができるよう準備を行う。 
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２ 国内発生期（地域未発生期）の対策 

新型インフルエンザ等の状態 

・国内で発生したものの、地域では新型インフルエンザ等の患者は発生していな

い状態 

対策の目的 

（１）新型インフルエンザ等の地域への侵入をできるだけ遅らせ、地域発生の遅

延と早期発見に努める。 

（２）地域での発生に備えて体制の整備を行う。 

対策の考え方 

（１）海外発生期の対策を継続、強化する。 

 

<対策の内容> 

 

（１） 明石市新型インフルエンザ等対策連絡会議等の設置 【事務局・総務】 

新型インフルエンザ等が疑われる事象が海外で発生した場合には、全庁的組

織として、明石市新型インフルエンザ等対策連絡会議を設置し、保健所対策会

議と連携しながら全庁的な調整を行う。 

また、緊急事態宣言が発せられた場合には、特措法に基づき市対策本部を直

ちに設置する。緊急事態宣言が発せられていない場合でも、市長が必要と認め

たときは、特措法に基づかない任意の市対策本部を設置する。 

 

（２） 対処方針の作成 【事務局・医療】 

国・県の方針を基に「病原性や感染力の程度」「市内の流行実態」「医療体制」

「社会状況」等本市の実情に即した実施対策の選択・決定・変更の判断を行う。

なお、県が緊急事態宣言時と同様の体制を検討する際には、県と協議を行う。 

 

 

（１） 情報の収集・分析 【福祉・医療・教育】 

ア 情報収集 【医療】 

海外発生期の対策を継続。 

イ サーベイランス等の強化・拡充 【福祉・医療・教育】 

海外発生期の対策を継続。 

 

 

２-２ 情報収集・提供 

２-１ 実施体制 
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（２） 情報提供 【総務・広報・医療】 

海外発生期の対策を強化するとともに、下記を加える。 

ア  コールセンターの機能強化【総務・広報・医療】   

（ア） 国から配布されるＱ＆Ａを基本にしながら、市民の不安内容の実態

を掌握し、適切な情報提供支援が行えるよう、Ｑ＆Ａを随時作成する。 

（イ） 問い合わせが増えてきた場合は、全庁的な応援体制を検討する。 

イ   風評被害、パニック防止の強化【広報・医療】 

ホームページの充実や広報あかしの発行等広報の充実を図る。 

（ア） 住民に対し、新型インフルエンザ等は誰もが感染する可能性がある

ことを伝え、一人 ひとりがとるべき行動を理解しやすいように、個

人レベルでの感染対策や、感染が疑われる場合の受診の方法等の対応

を周知する。また、学校・保育施設等や職場での感染拡大防止策につ

いて情報を適切に提供する。 

（イ） 原則として感染したことについて患者や家族には責任がないこと等

人権に配慮した対応について住民に周知する。 

 

 

（１） 感染予防策の強化（まん延防止策）【総務・広報・市民・福祉・教育】 

海外発生期の対策に加え、流行のピークを遅らせるために、地域全体で積

極的な感染対策の準備をすすめるよう啓発し、地域発生早期に備える。患者

の発生状況やウイルスの病原性等の情報を踏まえ、以下の対応を行う。 

ア 市民及び事業者に対し、マスク着用等の咳エチケット、手洗い励行、人

込みを避けること等の日常的な感染予防対策等の啓発を徹底する。また、

事業者に対し、当該感染症の症状が認められた従業員の健康管理や受診の

推奨や自宅安静を要請する。 

イ 必要に応じて、学校・保育施設等における感染対策を実施するとともに、

学校保健安全法に基づく臨時休業を適切に行うよう、学校等の設置者に準

備を要請する。 

ウ 病院及び高齢者施設等の社会福祉施設の基礎疾患を有する者が集まる

施設並びに学校及び保育所等の多数の者が集まる施設等において、感染予

防策を強化するよう要請する。 

エ 公共交通機関等に対し、利用者へのマスク着用の励行の呼びかけ等、適

切な感染対策を講ずるよう準備を要請する。 

 

 

２-３ 予防・まん延防止 
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（２） 予防接種【医療】 

国が決定した接種順位について、住民へ周知を行う。対象者は基本的に市

内の居住者とする。緊急事態宣言がされている場合は、特措法第 46 条の規

定に基づき、予防接種法第６条第１項に規定する臨時の予防接種を実施する。

緊急事態宣言がされていない場合においては、予防接種法第６条第３項に基

づく接種を行う。 

国、県と連携し、市内における新型インフルエンザ等患者の発生に備え、

感染症法に基づく患者への対応（治療・入院措置等）や患者の同居者等の濃

厚接触者への対応（外出自粛要請、健康観察の実施、有症時の対応指導等）

の準備を進める。また、検疫所から提供される入国者等に関する情報を有効

に活用する。 

 

 

（１） 外来医療体制【医療】 

海外発生期の対応に加え以下の対策を実施する。 

ア 新型インフルエンザ等患者が専用外来以外の医療機関を受診する可能性も

あるため、 医師会等の協力を得て、一般の医療機関においても院内感染対策

を強化する。 

イ 専用外来やその他の医療機関に対し、症例定義及びその修正等について、

適宜周知するとともに、万一の感染症の早期発見のため症例定義を踏まえて、

新型インフルエンザ 等患者又は疑似症患者の疑いがある場合には、直ちに保

健所に連絡するよう要請する。 

 

（２） 濃厚接触者等への対応等【医療】 

国及び県と連携し、医療機関の協力を得て、新型インフルエンザ等患者の発

生に備え、患者との濃厚接触者及び医療従事者又は救急隊員等であって、十分

な防御なく暴露した者には、必要に応じ抗インフルエンザウイルス薬の予防投

与を検討するとともに、発症時の対応を指導助言する。なお、症状が現れた場

合には、専用外来を有する医療機関に搬送車にて移送する。 

 

 

重要業務への重点化の準備を行う 

（１） 事業者への感染予防対策等の要請【市民】   

事業者への職員の健康管理、職場の感染予防対策徹底の要請 

 

２-５ 市民生活及び市民経済の安定の確保 

２-４ 医療体制 



２ 国内発生期（地域未発生期）の対策 
 

- 55 - 

 

（２） 市民・事業者への呼びかけ【広報・市民】 

市民に対し、食料品及び生活必需品等の購入にあたっては、消費者としての

適切な行動を呼びかける。 

事業者等に対しても、食料品、生活関連物資等の価格が高騰しないよう、ま

た買占め及び 売り惜しみが生じないよう調査監視する。 

 

（３） 遺体の安置・火葬【医療】   

海外発生期の対策を継続。 
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３ 地域発生早期の対策 

新型インフルエンザ等の状態 

・地域で新型インフルエンザ等の患者が発生しているが、国内においてすべ

ての患者の接触歴を疫学調査で追える状態 

※  地域未発生期の場合でも、首都圏等の大都市での発生があり、早晩、

感染が全国に拡大していくことが想定されるときは、日本全域が緊急

事態宣言の区域となることがある。この場合には地域発生早期として、

国、県の基本的対処方針などに従い、緊急事態の措置を実施する。 

 

対策の目的 

（１）地域での感染拡大をできる限り抑える。 

（２）患者に適切で迅速な医療を提供する。 

（３）感染拡大に備えた体制の整備を行う。 

対策の考え方 

（１）感染拡大を止めることは困難であるが、流行のピークを遅らせるための対策を行

う。 

① 地域で、患者が発生した場合は、国、県の基本的対処方針を基本としつ

つ、海外及び国内における臨床症例から得ることのできる病原性（重症者

の発生状況等）及び感染力（発生患者数等）の程度を踏まえ、対策項目

ごとに県と連携して本計画に定める３つの対策レベルのいずれかを選

択し、実施する。 

 

国が緊急事態宣言を行った場合には、原則として対策レベル３を選択す

る。本市においても、県が決定した対策レベルを基本に、地域の発生状況を

勘案して対策を実施する。 

 

② 対策レベル３の対策には、個人や企業の活動に制限を求めるものが含

まれる。新型インフルエンザ等のまん延が、健康被害だけでなく、社会

生活や経済活動等にも重大な影響を及ぼすことについて、市民に十分な

理解が得られるよう啓発を行う。 

（２）地域発生早期における新型インフルエンザ等の診療体制は、通常の医

療体制とは別に専用の体制が設けられるため、このことについて、感染

対策とともに十分に市民に情報提供する。 

（３）国内での患者数が少なく、症状や治療に関する臨床情報が極めて少ない

ことが想定される。このため、国から提供される国内外の情報等を最大限に医療

機関等に提供する。 
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（４）不安によって発熱や呼吸器症状を新型インフルエンザ等と疑って受診する者

が多数発生する可能性がある。こうした者を適切な医療窓口に誘導する体制を

整備するとともに、医療機関における院内感染対策の徹底を要請する。 

（５）地域感染期への移行に備えて、医療体制の確保、市民生活及び市民経済の安

定の確保のための準備を急ぐ。 

（６）住民接種を早期に開始できるよう準備を急ぎ、体制が整い次第速やかに実施

する。 

 

※ 緊急事態宣言 国民の生命・健康に著しく重大な被害を与えるおそれ

がある新型インフルエンザ等が国内で発生し、全国的かつ急速なまん

延により、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある

と認められるときは、特措法第 32条に基づき、政府対策本部長が新型

インフルエンザ等緊急事態宣言を行う。 宣言後は、住民の外出自粛要

請、学校・保育所等の施設の使用制限（特措法第 45条）のほか、臨時

の医療施設の開設（特措法第 48 条）、物資の売渡しの要請（特措法第

55条）などの対策を行うことができる。 

 

 

<対策の内容> 

 

 

（１） 市対策本部の設置 【事務局・総務】 

政府が新型インフルエンザ等緊急事態宣言を行ったときは、特措法第 34 条

の規定により、直ちに市対策本部を設置する。 

 

（２） 対処方針の変更 【事務局・医療】 

県対策本部は、県内に患者が発生した場合は、国の基本的対処方針の変更内

容等を踏まえて、必要に応じて海外発生期（県内未発生期）に決定した対策を

変更し、公表する。 

これを受けて、国、県が変更した基本的対処方針等に基づいて、市の対処方

針を変更し、公表する。 

 

（３） 連携の強化 【医療】 

県と、主として感染症法に基づく対策の円滑な実施のため、患者情報の共有、

定期的な情報交換の実施等、緊密に連絡を行い、連携の強化を図る。 

３-１ 実施体制 
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（１） 情報の収集・分析 【医療・教育】 

   ア 情報収集の強化 【医療】 

地域未発生期に引き続き国内・海外での新型インフルエンザ等の発生状況、

抗インフルエンザウイルス薬やワクチンの有効性・安全性等に関する必要な

情報を収集する。 

イ サーベイランス 【医療・教育】 

（ア） 地域未発生期に引き続き、新型インフルエンザ等患者等の全数把握、

学校等での集団発生の把握の強化を実施する。 

（イ） 医療機関等に対して症状や治療等に関する有用な情報を迅速に提供す

るため、新型インフルエンザ等患者の臨床情報を収集する。 

（ウ） 市内の発生状況をリアルタイムで把握し、迅速に情報提供する。また、

国、県がリアルタイムで把握した国内の発生状況に関する情報提供を受

け、必要な対策を実施する。 

ウ 調査研究 【医療】 

国、県が積極的疫学調査チームを派遣した場合は、これと連携して調査を実

施し、感染経路や感染力、潜伏期等の情報を収集・分析する。 

 

（２） 情報提供 【総務・広報・医療】 

ア 市民への情報提供 【広報】 

市民への情報提供にあたっては、感染者や患者等に対する誹謗・中傷等を

防止するため、感染リスクや必要かつ適切な感染防止の措置を具体的に周知し、

市民が過剰な行動に至らないよう最大限努める。 

（ア） インターネット等を活用した情報提供 

患者の発生状況、記者発表内容等の情報を、市ホームページ、防災ネ

ットあかし等を活用して迅速かつ適切な情報発信に努める。 

（イ） 危機管理対応への理解促進 

初期の段階において、新型インフルエンザ等の病原性や感染力に関す

る情報が明確でない場合には、危機管理の視点から不要不急の外出自粛

要請等の社会活動制限の要請を行うことがあることについて、市民、事

業者等の理解を得るよう情報提供に努める。 

（ウ） 感染症の正しい理解等 

新型インフルエンザ等には誰もが感染する可能性があることを伝え、

個人レベルでの感染対策や、感染が疑われ、また患者となった場合の対

応（受診の方法等）を周知する。 

３-２ 情報収集・提供 
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また、学校・保育施設等や職場での感染対策についての情報を適切

に提供する。 

イ 情報共有 【医療】 

国、県や関係機関等との間でインターネット等の活用によるリアルタイム

かつ双方向の情報共有を強化し、対策の方針の迅速な伝達と、対策の現場の

状況把握を行う。 

ウ 相談機能の強化 【総務・広報・医療】 

（ア） 設置した相談センターの体制を充実・強化する。 

（イ） 市民からコールセンター等に寄せられた問い合わせの内容等を踏まえ 

て、市民や関係機関がどのような情報を必要としているかを把握し、必

要に応じ、アの情報提供の内容に反映する。 

エ 医療機関への情報提供 【医療】 

発生している新型インフルエンザ等の臨床像、治療法等の治療等に関する

情報のほか、市内における発生状況等を随時、医療機関に情報提供する。 

 

（３） 地域発生早期における患者発生情報の公表 【広報】 

患者発生の情報を、個人情報の取扱に留意しつつ、市長メッセージの発出や

記者会見等により公表するとともに、感染拡大の防止に向け、関係機関等と連

携して市民への呼びかけを行う。 

なお、公表内容として、次の事項を掲げる。 

（内容例） 

① 患者の発生地域、発生日、患者の病状及び感染経路 

② 保健所が実施する積極的疫学調査への協力依頼 

③ 医療機関を受診する際の留意事項 

④ 不要不急の外出等の自粛（食料の買い出し、医療機関への通院、仕事場へ

の出勤など生活の維持のために必要なもの以外の、いわゆる不要不急の外出

を指す。）、在宅勤務の推奨 

⑤ 感染対策の実践啓発（手洗い、咳エチケットの励行、濃厚接触者のマスク

着用等感染対策の徹底等） 

⑥ 市の対策の周知 

 

 

地域発生早期となった場合には、国、県と連携し、感染症法に基づき、患者への対

応（治療・入院措置等）や患者の同居者等の濃厚接触者への対応（外出自粛要請、健

康観察の実施等）を行うとともに、個人が行うべき感染対策の啓発を強化する。 

３-３ 予防・まん延防止 
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Ａ 共通事項 

本計画では病原性、感染力の程度に応じて３つの対策レベルを用意しているが、 

次の（１）から（４）の対策は、対策レベルの如何に関わらず実施する。 

 

（１） 新型インフルエンザ等の患者に対する感染対策 【医療】 

患者数が少なく、全ての新型インフルエンザ等の患者の感染経路を疫学調査 

で把握できる場合には、全ての患者（疑似症患者であって当該感染症にかかっ

ていると疑うに足りる正当な理由のある者を含む。 以下同じ。）について、原

則として、感染症法第 19条又は第 46条の規定に基づき入院措置を行う。患者

は感染症指定医療機関において適切な治療を受ける。 

新型インフルエンザ等発生国での滞在歴のある者又は患者の濃厚接触者以 

外の者が、新型インフルエンザ等が疑われるような症状を呈した際には、まず、

コールセンターに相談し、指示を受けるよう呼びかける。 

 

（２） 濃厚接触者対策【医療】 

新型インフルエンザ等の患者と濃厚接触した者は、すでに感染している可能

性があるため、保健所は、潜伏期間中、必要に応じ、濃厚接触者に感染対策を

実施する。濃厚接触者対策として実施される健康観察、外出自粛の要請等は、 

感染症法に基づき実施される場合と、季節性インフルエンザ対策と同様に任意

の協力要請として実施する場合がある。なお、状況に応じ、抗インフルエンザ

ウイルス薬の予防投与を実施する場合がある。 
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【濃厚接触者への対応】 

① 患者に対し、感染症法第 15 条に規定する積極的疫学調査を実施すること

により、当該患者の濃厚接触者を特定する。 

②  濃厚接触者に対し、感染症法第 44 条の３又は第 50 条の３の規定に基づき、

健康観察、有症状時の対応指導及び外出自粛の要請等の感染を防止するための

協力を要請する。また、新型インフルエンザの場合、発症を予防するために、

必要に応じて、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を行う。（国の「抗イ

ンフルエンザウイルス薬に関するガイドライン」を参照） 

なお、患者が学校などに通っていた場合には、集団感染のおそれがあるこ

とから、感染症法に基づく対策以外に、学校保健安全法に基づく学校の臨時

休業の実施についても検討する。 

③ 感染症法に基づく入院措置等を中止した後、厚生労働省から示された日数

を目安に、必要に応じて、患者及び濃厚接触者に対して自宅待機を求めること

を検討する。 

 

【患者及び濃厚接触者の外出自粛期間等の目安の想定】 

患者及び濃厚接触者の外出自粛期間については、発生当初は国が過去の新型イン

フルエンザに関する知見を踏まえて基本的対処方針等諮問委員会の意見を聴いて

目安を示すとともに、その後に得られた知見等を基にして、必要に応じて変更する

とされていることから、現時点で想定しうる目安を以下に示す。 

（１） 患者の自宅待機期間の目安 

① 患者の自宅待機期間の目安は、「適切な服薬等の治療のもと、発症した日

の翌日から７日を経過するまで、または解熱した日の翌々日までのいずれか

長い方」とする。 

② 自宅待機期間は、対策の効果と社会経済への影響のバランスを考慮し、多

くの患者の感染力が消失するまでの期間を目安とする。ただし、病原性が高

いと想定される場合にはより慎重に設定する。 

③ 医学的ハイリスク者に接する可能性がある者の自宅待機期間については、

さらに慎重に設定する。 

（２） 濃厚接触者の自宅待機期間の目安 

① 自宅待機期間の目安は、「患者が発症した日の翌日から７日を経過するま

で」とする。待機期間内に新型インフルエンザ等が疑われる症状等が出現し

た場合の受診の方法等を指導しておく。 

② 患者数が増大するにつれて、濃厚接触者の自宅待機を厳格に求めることは

市民の生活・経済の安定の確保に悪影響を及ぼす度合いが高まることから、

状況に応じ、自宅待機の期間を緩和する。 
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【発生国からの帰国者及び患者との濃厚接触者の対応】 

（出典：県行動計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 個人における対策の啓発 【総務・広報・市民・福祉・医療・教育】 

市民に対し、咳エチケット・マスク着用・手洗い、人混みを避ける等の基本

的な感染対策等をより強力に勧奨する。 

 

（４） 水際対策への協力 【医療】 

海外発生期（県内未発生期）に引き続き、検疫所から新型インフルエンザ等

の発生地域からの帰国者等について通知又は 報告（感染症法第 15 条の２，第

15条の３）があった場合は、健康監視等を実施する。 
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Ｂ 対策レベルごとの事項 

対策レベル１ 

県が市民や事業者に対して行った次の要請を受け、市はその要請が効果的に実施さ

れるよう協力する。 

（１） 地域対策・職場対策の周知 【総務・広報・市民・福祉・医療・教育】      

ア 県は事業者に対し、時差出勤の実施等の基本的な感染対策等を勧奨する。 

    また、当該感染症の症状が認められた従業員の健康管理・受診の勧奨を要請

するなど職場における感染対策の徹底を要請する。 

イ 県はウイルスの病原性等の状況を踏まえ、必要に応じて、学校・保育施設

等における感染対策の具体的な取り組み例を示すとともに、学校保健安全法

に基づく臨時休業（学級閉鎖・学年閉鎖・休校）を適切に行うよう学校の設

置者に要請する。 

ウ 県は公共交通機関等に対し、当該感染症の症状のある者の乗車自粛や、マ

スク着用等咳エチケットの徹底の呼びかけなど適切な感染対策を講ずるよ

う要請する。 

エ 県は、病院、高齢者施設等の基礎疾患を有する者が集まる施設や、多数の

者が居住する施設等における感染対策を強化するよう要請する。 

（２） 予防接種 【事務局・医療】 

ア 特定接種 【事務局・医療】 

海外発生期（県内未発生期）、地域未発生期と同様、国の基本的対処方針

を踏まえて、特定接種を進める。 

イ 住民接種 【医療】 

国の方針に従って、予防接種法第６条第３項に基づく新臨時接種を開始す

る。 

（ア） パンデミックワクチンが全市民分製造されるまで一定の期間を要する

が、供給が可能になり次第、関係者の協力を得て、国が決定した接種順

位に沿って接種を開始する。 

（イ） 本接種の実施に当たり、国及び県と連携して、公民館・学校など公的

な施設の活用や医療機関への委託等により接種会場を 確保し、原則と

して、本市の区域内に居住する者を対象に集団的接種を行う。 

（ウ） 県と連携して国からの指示に従い住民への接種に関する情報を提供す

る。 

（エ） 接種医等と連携し、予防接種後の副反応等の情報を迅速に集約すると

ともに、国が接種後に行うモニタリングに協力する。 
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（３） 社会活動の制限等 【市民・福祉・教育】 

海外発生期、国内発生期（地域未発生期）における対策に加え、新たに以下

の対策を実施するとともに、県の権限に基づいて実施される対策に協力する。   

なお、国が緊急事態宣言を行った場合は、直ちに対策レベル３の対策に切り 

替える。 

ア 学校等の臨時休業 【福祉・教育】 

（ア） 施設ごとの臨時休業の判断 

学校等で患者が多く発生した場合には、その設置者等は、県、市、教

育委員会等と協議して定めた基準を踏まえ、学校医、保健所等と相談の

うえ、学校保健安全法に基づく臨時休業（学級閉鎖、学年閉鎖、 休校）

を判断する。 

（イ） 臨時休業の実効性確保 

臨時休業を行った全ての学校等は、児童・生徒等に対して臨時休業の

趣旨を周知し、極力外出を控えることと併せて、臨時休業中の授業等の

履修上の扱いや家庭と学校との連絡方法、家庭での過ごし方について混

乱の生じないよう十分な確認と指導を行う。 

（ウ） 部活動、対外交流の自粛 

学校等は、部活動や対外試合、全学交流事業により感染拡大しないよ

う、十分な配慮を行う。これらの中止・延期についても、状況を踏まえ

て適切に判断する。 

（エ） 家庭への啓発 

学校等は、児童・生徒等の保護者等に対し、正確な情報を適時に提供

し、感染予防と感染拡大の防止を啓発する。 

イ 保育所・福祉関係事業所の休業等 【福祉】 

（ア） 県がウイルスの病原性等の状況を踏まえ、必要に応じて、保育施設等

における感染対策の実施に資する目安を示すことから、この周知を図る。 

（イ） 保育所・福祉関係事業所（通所・短期入所事業所等）は、施設内で患

者が多く発生した場合には、季節性インフルエンザの対応に準じ、必要

に応じ、 その設置者が本市と相談のうえ、当該施設の臨時休業等を判

断する。 

ウ 集客施設における感染防止の措置の徹底等の要請 【市民】 

県が業界団体等を経由し、または直接事業者等に対して次の要請を行った

場合、市はその要請が効果的に実施されるように協力する。 

① 咳エチケット・マスク着用・手洗い・手指の消毒液の設置等の基本的な

感染防止の措置。 
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② 当該感染症の症状が認められた従業員の健康管理・受診の勧奨。 

エ 集会・イベント等における感染防止の措置の徹底等の要請 【市民】 

県が、事業者等に対して、咳エチケット・マスク着用・手洗い・手指の消

毒液の設置等の基本的な感染防止の措置等を要請した場合は、市は県の要請

が効果的に実施されるように協力する。 

 

対策レベル２ 

（１） 地域対策・職場対策の周知 【総務・広報・市民・福祉・医療・教育】 

対策レベル１に加えて、県が次の対策を行う場合、市は県の要請が効果的に

実施されるよう協力する。 

ア 県は、事業者に対し、従業員の出勤前の体温測定等により発熱がある者に

は欠勤を促し、適切な受診行動を勧めるなど、より積極的な感染対策の徹底

を要請する。 

イ 県は、地域における患者の発生状況等を踏まえ、臨時休業の判断基準を見

直し、学校保健安全法に基づく臨時休業（学級閉鎖・学年閉鎖・休校）を適

切に行うよう学校の設置者に要請する。 

ウ 県は、病院、高齢者施設等の基礎疾患を有する者が集まる施設や、多数の

者が居住する施設等については、不要不急の外来者面談を差し控えるなど、 

より積極的な感染対策を要請する。 

 

（２） 予防接種 【事務局・医療】 

対策レベル１と同様 

 

（３） 社会活動の制限等 【市民・福祉・教育】 

海外発生期（県内未発生期）における対策に加え、県の対策を基本とし、新

たに以下 の対策を実施するとともに、県の権限に基づいて実施される対策に

ついて協力を行う。 なお、国が緊急事態宣言を行い、県が対策レベル３の対

策の実施を決定した地域に含まれた場合は、原則として対策レベル３の対策に

切り替え、緊急事態措置を中心とした対策を実施する。 

ア 学校等の臨時休業 【福祉・教育】 

対策レベル１と同様 

イ 保育所・福祉関係事業所の休業等 【福祉】 

対策レベル１と同様 

ウ 集客施設における感染防止の措置の徹底等の要請 【市民】 

県が、事業者等に対して対策レベル１と同様の対策に加え、従業員の出 
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勤時の検温、体調不良時の自宅待機（有給休暇扱い）及び適切な受診行動指

示等、従業員の感染を減らすとともに感染者の重症化を防ぐための措置を 検

討するよう行う要請を受け、市は要請が効果的に実施されるよう協力する。 

エ 集会・イベント等における感染防止の措置の徹底等の要請 【市民】 

県が、事業者等に対して対策レベル１と同様の対策に加え、従業員の出勤

時の検温、体調不良時の自宅待機（有給休暇扱い）及び適切な受診行動指示

等、従業員の感染を減らすとともに感染者の重症化を防ぐための措置を検討

するよう要請し、あわせて、来客に対しても、咳エチケットの徹底などをよ

り強く呼びかけることを要請した場合、市は要請が効果的に実施されるよう

協力する。 

 

対策レベル３ 

（１） 地域対策・職場対策の周知 【総務・広報・市民・福祉・医療・教育】 

県が対策レベル２に加えて次の対策を行う場合、市はその対策が効果的に実

施されるよう協力する。 

ア 県は、事業者に対し、事業活動が自主的に自粛できる部門について検討し、

従業員の欠勤状況などを踏まえて自粛を行うことを要請する。 

イ 県は、病院、高齢者施設等の基礎疾患を有する者が集まる施設や、多数の

者が居住する施設等については、施設利用者の発病を早期に発見し、速やか

に適切な医療を受けられるよう要請する。 

 

（２） 予防接種 【事務局・医療】 

ア 特定接種 【事務局・医療】 

対策レベル１と同様  

イ 市民への予防接種 【医療】 

対策レベル１と同様 

＜国が緊急事態宣言を行った場合の措置＞ 

国の緊急事態宣言に基づき変更された基本的対処方針を踏まえるとともに、未発

生期ないし海外発生期、地域未発生期において準備した接種体制に基づき、市民へ

の予防接種を実施する。 

 

（３） 社会活動の制限等 【市民・福祉・教育】 

海外発生期、国内発生期（地域未発生期）における対策に加え、県が決定す

る対策を基本とし 新たに以下の対策を実施するとともに、県の権限に基づい

て実施される対策が効果的に行われるよう協力する。 
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Ａ 国が緊急事態宣言を行っていない又は行わない場合 

国内での患者発生と国の緊急事態宣言との間には、症例の蓄積がないこと等事態

の掌握が十分にできないことが原因で、時間的なズレが生じる可能性が否定できな

い。その患者発生が県内又は隣接府県であれば、事態不明の場合は最高レベルの対

応で臨むという危機管理の原則に基づき、県が対策レベル３の対策を実施する場合

が生ずる。 

また、致命率や感染力が高いにもかかわらず、国が緊急事態宣言を行わないとい

うことも、絶対にありえないとはいえない。これらの場合においても上記と同様の

対応が行われる。 

国が緊急事態宣言を行わない場合、県は特措法第４章に規定する緊急事態措置は

実施できないため、事業者への要請は、特措法第 24 条第９条に基づく任意のもの

として実施される。市は、上記判断のもとに県が対策レベル３の対策を実施すると

決定した場合は、その対策が効果的に実施されるように協力を行う。 

 

ア 市民の不要不急の外出自粛 【市民】 

市民に対する不要不急の外出自粛の要請 

原則として患者が確認された区域内に居住する市民に対し、外出・集会の自粛

等により感染防止を図るよう県から要請が行われる。 

イ 学校等の臨時休業 【福祉・教育】 

（ア） 臨時休業の要請 

原則として患者が確認された市区町単位で、県から臨時休業が要請される。

臨時休業が要請される区域は、患者の移動範囲、立寄先等を勘案し、これが

広い場合には全市域を、逆に患者の移動が極めて限られる場合には中学校区

などのより狭い区域を指定するなど、柔軟な対応がとられる。なお、市教育

委員会は、指定区域内の市立学校の臨時休業を行い、県が実施する要請に協

力する。 

（イ） 臨時休業に備えた体制整備 

学校等は、平成 21 年の新型インフルエンザ(A/H1N1)への対応経験を踏ま

え、対応マニュアルの整備、ホームページやメールなども活用した児童・生

徒等や保護者への連絡手段の確保など、臨時休業に備えた体制の整備を進め

る。 患者発生時の迅速な情報提供と学校における留意事項の提示など、患者

発生時の学校等に対する支援を行う。 

（ウ） 臨時休業の実効性の確保 

臨時休業による感染拡大の防止という目的を実効あるものにするため、児

童・生徒等の指導について、次の事項について県から学校等に要請が行われ
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る。 

① 臨時休業の目的、意義等について啓発すること 

② 臨時休業中、児童・生徒同士の接触や人ごみへの外出（ゲームセンター、

カラオケ店、繁華街へ児童・生徒同士で出歩くこと）を控えるよう指導す

ること 

③ 保健所と連携し、児童・生徒等の健康状態の把握を行うこと 

④ 児童・生徒等本人又は家族等の同居者に発熱、呼吸器症状等の体調不良

がある場合は直ちに学校に連絡するよう指導すること 

ウ 保育所・福祉関係事業所の臨時休業等 【福祉】 

（ア） 臨時休業の要請 

原則として患者が確認された市区町単位で、県から臨時休業が要請される。

臨時休業が要請される区域は患者の移動範囲、立寄先等を勘案し、これが広

い場合には全市域を、逆に患者の移動が極めて限られる場合には中学校区等

のより狭い区域を指定するなど、柔軟に対応する。 

また、指定区域内の市立施設については自ら休業する。 

（イ） 代替措置の用意 

① 保育所においては、電話での育児・健康相談等を実施して在宅での保育

を支援するとともに、医療従事者、ライフライン関係者等新型インフルエ

ンザ等対策のために休暇取得が困難な人のために、感染防止対策を厳重に

徹底した上で、自所において小規模の保育を行うなど、代替措置を用意す

る。 

② 福祉関係事業所（通所・短期入所事業所等）においては、主たる代替措

置となる訪問系サービスの提供がスムーズに行えるよう、体制を整備する。

あわせて、事業者間で利用者の需要を相互に補完できるよう連携を図ると

ともに、ケアマネジャーの活動を強化する。 

また、やむを得ない理由により利用者の受入れが必要な場合には、感染

防止対策を厳重に徹底した上で、例外的に通所・短期入所サービスを提供

する。 

エ 集客施設の臨時休業 【市民】 

（ア） 社会経済活動の維持に必要な施設 

次に挙げる施設は、社会経済活動の維持に必要な施設である。事業を継続

するため、県から来客及び従業員に係る感染対策の徹底について要請が行わ

れる。これらの施設であっても、営業を継続することにより施設利用者に感

染の拡大を継続させるおそれが非常に高い状況と判断されるなど、公衆衛 

生上の問題が生じていると判断される施設については、有識者の意見を聴い
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たうえで、必要に応じて営業自粛（臨時休業）の要請が行われる。市はこれ

ら県が実施する要請が効果的に行われるよう協力を行う。 

① 病院 

② 食料品店 

③ 銀行 

④ 工場 

⑤ 事務所 

⑥ その他社会経済活動の維持に必要な施設 

（イ） その他の集客施設 

原則として患者が確認された市区町単位で、次に掲げる施設に対し、県か

ら感染防止措置の徹底について要請が行われる。しかし、この要請だけでは

当該施設の利用に起因する急速なまん延が防止できないと判断される場合

には、必要に応じて営業自粛（臨時休業）の要請が行われる。このうち、大

学、専修学校等に対しては、臨時休業中の学生に対し、アルバイト、不要不

急の外出及び帰 省等を控えるよう注意喚起の徹底について要請がある。市

はこれら県が実施する要請に対し協力を行うとともに、指定区域内の市立施

設については、自ら休業する。 

① 劇場 

② 運動・遊戯施設 

③ 集会・展示施設 

④ 大学・専修学校等 

⑤ 百貨店（食料品売場を除く） 

⑥ 娯楽施設等 

⑦ その他特措法施行令第 11 条第１項３号から第 13 号までに掲げる施設 

オ 集会・イベント等の自粛 【市民】 

原則として患者が確認された市区町において、集会・イベント等を開催する

者に対し、県から当該集会・イベント等における感染防止措置の徹底について要

請が行われる。しかし、この要請だけでは当該集会・イベント等の開催に起因す

る急速なまん延が防止できないと判断される場合には、有識者の意見を聴いたう

えで、必要に応じて集会・イベント等の中止又は延期が要請される。 

市は、これら県の要請に協力するとともに、指定区域内において、本市が開

催する集会・イベント等については、自ら中止又は延期する。 
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Ｂ 国が緊急事態宣言を行った場合 

国が、緊急事態宣言を行った場合、特措法第 45 条に規定する感染防止のた

めの協力要請等として、県により以下の対策が実施される。市は、県が実施す

る対策が効果的に行われるよう協力する。 

（Ａ） 社会活動制限の要請等を行う期間及び区域の決定 

特措法第 45 条第１項では、県知事が住民に対して期間及び区域を定め

て外出自粛等の要請をできるとされている。また、同条第２項では、特

定の事業を行うための施設の管理者等に対して期間を定めて施設の使用制限

等を要請できることとされている。これらの期間及び区域について は、要請

等の実施事項に共通のものとして、次の考え方に基づき県が決定することと

なる。 

① 期間：新型インフルエンザの場合は１～２週間程度とする。ただし、１週

間単位で延長することがある。 

（考え方） 

○ 季節性インフルエンザの潜伏期間は２～５日間、発症から治癒までの期間は

おおむね７日程度である。 

○ 新感染症は別途検討を要する。 

○ 現時点で、将来発生する新型インフルエンザ等の「潜伏期間や治癒までの期

間」を予測することは困難であり、発生した際の状況により、実施期間を設定

する。 

② 区域：市町村単位又は二次保健医療圏域単位とする。 

（考え方） 

○ 原則として患者が確認された市町村を実施区域とする。患者の移動範囲、立

寄先等が広い場合には、複数市や二次保健医療圏域）単位で指定する。逆に、

患者の移動が極めて限られる場合には､中学校区等のより狭い区域を指定する

など、柔軟に対応する。 

○ 高等学校や私立学校等、児童・生徒等の居住地が広域にわたる学校等で患者

が発生した場合は、学校等の所在地及び患者である児童・生徒等の居住地を含

む市を実施区域とする。 

○ 患者の生活の拠点が複数の市町村にまたがり、あるいは感染可能な期間に濃

厚接触を伴う立ち入り先がある場合は、当該市も実施区域とするよう検討する。 

○ 必要に応じ、通勤・通学経路にあたる市についても実施区域とするよう検討

する。 

○ 患者が、幼稚園、小学校等の児童・生徒等で、その行動範囲が小さく限定さ

れ、外部との交流がないと判断できる場合は、実施区域を中学校区単位などに

縮小することも検討する。 

○ 近隣府県で患者が確認された場合には、県内で患者が確認されていない場合
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でも実施区域を指定する場合がある。 

（Ｂ） 社会活動制限の要請等の実施事項 

ア  市民の行動自粛 【市民】 

県は市民に対し生活に必要な場合を除きみだりに外出しないこと（不要

不急の外出の自粛）を要請する。 

イ 学校等の臨時休業 【福祉・教育】 

（ア） 臨時休業の要請 

県は学校等の設置者に対し、法第 45 条第２項に基づき、施設の使

用制限（臨時休業）の要請を行う。要請に応じず、新型インフルエン

ザ等のまん延を防止し、市民の生命・健康の保護、市民生活・市民経

済の混乱を回避するため特に必要があると認めるときに限り、特措法

第 45 条第３項に基づく指示を行う。なお、特措法第 45 条に基づき、

要請や指示が行われた際には、その施設名が公表される。なお、市教

育委員会は、市立学校の臨時休業を行い、県が実施する要請に協力す

る。 

（イ） 臨時休業に備えた体制整備 

学校等は、平成 21 年の新型インフルエンザ(A/H1N1)への対応経験

を踏まえ、対応マニュアルの整備、ホームページやメールなども活用

した児童・生徒等や保護者への連絡手段の確保など、臨時休業に備え

た体制の整備を進める。県や市は、患者発生時の迅速な情報提供と学

校における留意事項の提示など、患者発生時の学校等に対する支援を

行う。 

（ウ） 臨時休業の実効性の確保 

臨時休業による感染拡大の防止という目的を実効あるものにする

ため、児童・生徒等の指導について、県は次の事項を学校等に要請す

る。 

①  臨時休業の目的、意義等について啓発すること 

②  臨時休業中、児童・生徒同士の接触や人ごみへの外出（ゲーム

センター、カラオケ店、繁華街へ児童・生徒同士で出歩くこと）を

控えるよう指導すること 

③ 保健所と連携し、児童・生徒等の健康状態の把握を行うこと 

④ 児童・生徒等本人又は家族等の同居者に発熱、呼吸器症状等の体

調不良がある場合は直ちに学校に連絡するよう指導するこ 

ウ  保育所・福祉関係事業所の臨時休業等 【福祉】 

（ア） 臨時休業の要請 
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保育所・福祉関係事業所（通所・短期入所事業所に限る）に対し、

県から特措法第 45 条第 2 項に基づき、施設の使用制限（臨時休業）

の要請が行われる。要請に応じず、新型インフルエンザ等のまん延を

防止し、市民の生命・健康の保護、市民生活･市民経済の混乱を回避

するため、特に必要があると認められるときに限り、特措法第 45 条

第３項に基づく指示が行われる。なお、特措法第 45 条に基づき、要

請・指示を行われた際には、その施設名が公表される。また、市立施

設については、県の要請に協力し、自ら休業する。 

（イ） 代替措置の用意 

① 保育所においては、電話での育児・健康相談等を実施して在宅で

の保育を支援するとともに、医療従事者、ライフライン関係者等休

暇取得が困難な人のために、感染防止対策を厳重に徹底した上で、

自所において小規模の保育を行うなど、保育を確保する。 

② 福祉関係事業所（通所・短期入所事業所等）においては、主たる

代替サービスである訪問系サービスの提供がスムーズに行えるよ

う、体制を整備するとともに、事業者間連携やケアマネジャーの活

動を強化する。また、やむを得ない理由により支援が必要な場合に

は、感染防止対策を厳重に徹底した上で、例外的に通所・短期入所サ

ービスを提供する。 

エ  集客施設の臨時休業 【市民】 

（ア） 社会経済活動の維持に必要な施設 

次に掲げる社会経済活動の維持に必要な施設に対し、事業継

続を可能とするため、特措法第 24 条第９項に基づき、県から来

客及び従業員に係る感染対策の徹底について、要請が行われる。

また、営業を継続することにより施設利用者に感染の拡大を継続

させるおそれが非常に高いと判断されるなど、公衆衛生上の問題

が生じていると判断される施設については、有識者の意見を聴い

たうえで、必要に応じて、特措法第 24 条第９項に基づく営業の

自粛（臨時休業）要請が行われる。市は、これら県が実施する要

請が効果的に行われるよう協力を行う。 

① 病院 

② 食料品店 

③ 銀行 

④ 工場 

⑤ 事務所 
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⑥ その他社会経済活動の維持に必要な施設 

（イ） その他の集客施設 

次に掲げる施設に対し、特措法第 24 条第９項に基づき、県

から感染防止措置の徹底について要請が行われる。この要請だ

けでは当該施設の利用に起因する急速なまん延が防止できな

いと判断される場合には、有識者の意見を聴いたうえで、必要

に応じて営業自粛（臨時休業）要請が行われる。このうち、大

学、専修学校等に対しては、臨時休業中の学生に対し、アルバ

イト、不要不急の外出及び帰省等を控えるよう注意喚起の徹底

が要請される。 

これらの要請に応じず、施設の従業員又は利用者から、さら

に感染が拡大するおそれがある場合など、公衆衛生上著しい問

題が生じていると判断される施設で、建築物の床面積の合計が

1,000 ㎡を超えるもの又は厚生労働大臣が特に 定めた 1,000

㎡以下の施設については、有識者の意見を聴いたうえで、必要

に応じ、特措法第 45 条第 2 項に基づいた県から施設の使用制

限（臨時休業）又は感染防止措置の徹底について要請が行われ

る。 

県は、この要請を行うにあたって、可能な限りこれに先立ち

特措法第 24 条第９項に基づく要請を行い、施設管理者等の自

主的な改善を促すとしている。 

また、特措法第 45 条第２項の要請に応じない場合は、特措

法第 45 条第 3 項に基づく、指示を行うことができると規定さ

れているが、この措置は新型インフルエンザ等のまん延を防止

し、市民の生命・健康の保護、市民生活・市民経済の混乱を回

避するため特に必要があると認められるときに限り行われる。 

さらに、床面積が 1,000 ㎡以下の施設において、公衆衛生上

の問題が生じ、 特措法第 45 条第２項及び第３項の要請や指

示を行う必要があると判断された場合に、県はこれらの条項の

対象施設として指定するよう、厚生労働大臣に求めるとしてい

る。なお、特措法第 45 条に基づき、要請や指示が行われた際

にはその施設名が公表される。市は、県が実施する要請等に対

して協力するとともに、市立施設については、自ら休業する。 

① 劇場 

② 運動・遊戯施設 
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③ 集会・展示施設 

④ 大学・専修学校等 

⑤ 百貨店（食料品売場を除く） 

⑥ 娯楽施設等 

⑦ その他特措法施行令第 11 条第１項３号から第 13 号までに掲

げる施設 

オ  集会・イベント等の自粛 【市民】 

（Ａ）により定められた区域内で集会・イベント等を開催する者に対し、

特措法 第 24条第９項に基づき、県から当該集会・イベント等における感染

防止措置の徹底について要請が行われる。この要請だけでは当該集会・イベ

ント等の開催に起因する急速なまん延が防止できないと判断される場合

には、有識者の意見を聴いたうえで、必要に応じて集会・イベント等の開催

の中止又は延期要請が行われる。 

集会・イベント等を、建築物の床面積の合計が 1,000㎡を超える施設や厚

生 労働大臣が特に定めた 1,000㎡以下の施設において開催しようとする者

で、上記の要請に応じず、集会・イベント等の開催によってさらに感染者から

感染が拡大 するおそれがある場合など、公衆衛生上の著しい問題が生じる

と判断される場合は、有識者の意見を聴いたうえで、必要に応じて特措法

第 45条第２項に基づき、開催の中止若しくは延期（開催の制限）又は感染防

止措置の徹底について要請が行われる。 

県は、この要請を行うにあたって、可能な限りこれに先立ち特措法第 24条

第９項に基づく要請を行い、開催者の自主的な改善を促すとしている。 

また、特措法第 45条第２項の要請に応じない場合には、特措法第 45条第

３項に基づき、指示を行うことができると規定されているが、この措置は新

型インフルエンザ等のまん延を防止し、市民の生命・健康の保護、市民生活・

市民経済の混乱 を回避するために特に必要があると認められるときに限

り行われる。 

さらに、床面積が 1,000㎡以下の施設において、公衆衛生上の問題が生じ

るおそれのある集会・イベント等を行おうとしている場合で、特措法第 45

条第２項及び第３項の要請や指示を行う必要があると判断された場合に、

県はこれらの条項の対象施設として指定するよう厚生労働大臣に求める

としている。なお、特措法第 45条に基づき、要請や指示が行われた際には、

その集会・イベント等の開催者名が公表される。市は、県が実施する要請等

に対して協力するとともに、市が主催する集会・イベント等については、

自ら中止又は延期する。 
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対策レベル１から３まで（国が緊急事態宣言を行った場合を含む。）共通して以 

下の対策を実施する。 

 

（１） 基本的な医療体制 【医療】 

地域発生早期の医療体制については、政府行動計画、県行動計画に基づき、 

海外発生期（県内未発生期）、地域未発生期と同様、次のとおりとする。 

ア 外来の医療体制 【医療】 

原則として、相談センターによる受診相談後、専用外来で診療する。 

専用外来の設置にあたって、当該医療機関が仮設又は臨時の外来を設置する

場合は、保健所において医療法に基づく許認可事務を速やかに行う。 

イ 入院の医療体制 【医療】 

新型インフルエンザ等と診断された者に対しては、原則として、感染症法

に基づき、感染症指定医療機関への入院措置を行う。 

ウ 確定患者の感染症指定医療機関への搬送 【医療】 

原則として、保健所が搬送するが、患者の病状に応じて消防局の協力を得

て救急搬送を行うこともあることから、平時から消防局と連携・協力体制を

構築しておく。実際の搬送にあたっては、確定患者の病状などを医療機関か

ら聞き取り、病状に応じた搬送を行う。 
 

【県内発生早期における医療体制】 （出典：県行動計画） 

 

 

３-４ 医療体制 
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（２） 地域発生早期における医療体制 【医療】 

地域発生早期においては、新型インフルエンザ等の病原性、感染力に関する 

情報が不十分と考えられることから、次の体制により対応する。 

ア 外来医療体制 【医療】 

（ア） 専用外来での診療 

専用外来は、有症帰国者等を診療する。診療は、相談センターの紹介

に基づき行う。 

（イ） 一般医療機関における対応 

① 感染防止対策 

全ての一般医療機関において、新型インフルエンザ等患者が紛れ込

む可能性を念頭において、全ての来院者に対してマスクの着用を徹底

するなど感染防止対策を行うことを基本とする。 

臨床症状等により新型インフルエンザ等が疑われる患者が来院し

た場合は、医療機関から相談センターを紹介する。 

② 外来協力医療機関の準備 

外来協力医療機関の設置にあたっては、発生している新型インフル

エンザ等の臨床像や重症患者の発生状況等の詳細な情報を提供する

とともに、事前の院内感染対策の資機材整備状況等を踏まえて、市医

師会と十分に協議し、調整しておく。 

③ 集団発生が疑われる際の対応 

医療機関は、インフルエンザの異常な（季節外れ、大規模等）集団

発生の情報がある場合や、新型インフルエンザ等にみられる特徴的な

症状が急激に増悪した患者を診た場合など、新型インフルエンザ等に

感染している可能性が高いと考えられる患者を診察した場合は、保健

所へ連絡する。 

イ 入院医療体制 【医療】 

（ア） 入院対象者 

新型インフルエンザ等と診断された者に対しては、国、県と連携し、

原則として、感染症法に基づき、感染症指定医療機関等に移送し、入院

措置を行う。 

病原性が低く入院治療の必要性がない新型インフルエンザ等の場合

には、国、県と入院措置の要否を協議し、決定する。 

入院治療は、感染症指定医療機関で治療を担当する医師の意見や有識

者の助言を受けながら適切に行われるよう努める。感染症指定医療機関

が満床などの場合は病状を勘案して必要に応じて、院内感染防止対策が



 ３ 地域発生早期の対策 
 

- 77 - 

 

とられている入院協力医療機関等へ入院措置（感染症法第 19 条第１項

及び第 20条第１項のただし書きの規定による入院）を行う。 

（イ） 更なる医療機関の確保 

入院協力医療機関の陰圧病床装置の整備状況などを踏まえて、重症イ

ンフルエンザ患者の治療の受け入れ体制を整備する。また、入院協力医

療機関以外の医療機関における（比較的軽症の）新型インフルエンザ等

患者の受け入れ体制、休止病棟の活用、緊急的な定員超過入院等を検討

する。 

 

（３） 医療体制の移行 【医療】 

患者等の増加に伴う国、県の基本的対処指針の変更等により地域感染期の 

医療体制へと変更する。 

また、医療体制の移行にあたっては、二次保健医療圏域ごとに、地域の患者

発生状況や専用外来、感染症指定医療機関、入院協力医療機関における患者受

け入れ状況を踏まえて、県が移行を決定する。 

 

（４） 空床情報収集・共有システムの開始 【医療】 

入院患者の状況を踏まえ、市医師会及び市内の医療機関の協力を得て、新型

インフルエンザ等患者の入院が可能な医療機 関の空床状況を毎日把握するな

ど、情報共有を開始する。 

 

（５） 検査体制 【医療】 

地域発生早期においては、有症帰国者等のほか臨床症状から新型インフルエ

ンザ等の感染が疑われる者は全例、原則、医療 機関において検体を確保し、

県立健康科学研究所へ依頼し、ＰＣＲ検査等による確定検査を行う。 

また、ＰＣＲ検査の需要増に伴い、検査処理可能件数を超える場合は、県内

衛生研究所と相互応援を行うなど連携を図る。 

 

（６） 抗インフルエンザウイルス薬の予防投与 【医療】 

国、県と連携し、医療機関の協力を得て、新型インフルエンザ等患者の濃厚

接触者、医療従事者又は救急隊員であって十分な防御なく曝露した者には、必

要に応じて抗インフルエンザウイルス薬の予防投与や有症状時の対応を指導

する。 

医療機関は、保健所長から依頼のあった場合は、備蓄している抗インフルエ

ンザウイルス薬を用いた予防投与の実施に協力する。なお、症状が現れた場合

には、感染症指定医療機関等（専用外来）へ移送する。 
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（７） 抗インフルエンザウイルス薬等の安定供給 【医療】 

新型インフルエンザ等の治療を行う医療機関に対して、国の「抗インフルエ

ンザウイルス薬に関するガイドライン」の周知を図るとともに、抗インフルエ

ンザウイルス薬の適正な使用を要請する。 

インフルエンザ迅速検査キットについては、使用有効期限が平均 18 か月間

程度であり、長期間の備蓄が不可能であるため、県からメーカーへ増産を要請

すること等により安定供給が図られる。 

 

（８） 濃厚接触者の把握と指導 【医療】 

ア 積極的疫学調査等 

保健所は、積極的疫学調査等を実施し、濃厚接触者の特定等感染リスクの  

把握に努める。 

イ 予防対策の強化 

保健所は、濃厚接触者に対して健康観察を行うとともに必要に応じて予防 

投薬の指示を行う。また、当該濃厚接触者が発症した場合は、専用外来への 

受診を指導する。 
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対策レベル１及び対策レベル２ 

（１） 事業者への要請 【市民】 

国、県と連携して、市内の事業者に対し、従業員の健康管理を徹底するとと

もに、職場における感染対策を開始するよう要請する。 

 

（２） 物資の流通確保 【広報・市民】 

ア 市民・事業者への呼びかけ 

市民に対し、食料品、生活必需品等の購入に当たって買占め等必要以上の

消費行動を起こさず冷静に行動するよう呼びかける。事業者に対しては、食

料品、生活関連物資等の価格が高騰しないよう、また、買占め及び売惜しみ

が生じないよう要請する。 

イ マスク等の流通確保 

マスク等生活関連物資の不足や価格の上昇、又はそのおそれがある場合に

は需給状況や価格上昇の原因を速やかに調査のうえ、流通の円滑化及び価格

の安定を図る。 

 

対策レベル３ 

対策レベル１及び対策レベル２の対策に加えて、次の対策を行う。 

（１） 物資の流通確保 【広報・市民】 

事業活動、流通の機能低下等に伴う食料、生活必需品の不足が予想されるこ

とから、食料、生活必需品の価格や流通状況の監視を強化するとともに、買占

め・売惜しみ等の防止を図り、流通の円滑化及び価格の安定に努める。 

 

（２） 遺体の火葬・安置 【医療】 

遺体の搬送作業及び火葬作業に従事する者と連携し、円滑な火葬が実施でき

るよう努める。また、火葬場の火葬能力に応じて、臨時遺体安置所として準備

している場所を活用し、遺体の保存を適切に行う。 

 

（３） ゴミの排出抑制の要請【環境】 

ゴミの収集縮小を決定し、収集方法の周知とゴミ排出抑制について市民へ要

請する。

３-５ 市民生活及び市民経済の安定の確保 
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 ＜国が緊急事態宣言を行った場合の措置＞ 

国が緊急事態宣言を行った場合には、上記の対策に加え、必要に応じ、以下の

対策を行う。 

（１） 事業者のサービス水準の低下にかかる市民への呼びかけ【広報・市民】 

市民に対し、新型インフルエンザ等がまん延した場合には、事業者の

サービス水準が低下することがあることを許容するよう呼びかける。 

（２） 生活関連物資等の価格の安定等【広報・市民】 

生活関連物資等の価格が高騰しないよう、また、買占め及び売惜しみ

が生じないよう、調査・監視をするとともに、必要に応じ、関係事業者団

体等に対して供給の確保や便乗値上げの防止等の要請を行う。また、必要

に応じ、市民からの相談窓口・情報収集窓口の充実を図る。 

（３） 水の安定供給【水道】 

水道事業者である本市は、業務計画等で定めるところにより、消毒その

他の衛生上の措置等、新型インフルエンザ等緊急事態において水を安定的

かつ適切に供給するために必要な措置を講ずる。 
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４ 地域感染期の対策 

新型インフルエンザ等の状態 

・地域で新型インフルエンザ等の患者の接触歴が疫学的調査で追えなくなった状 

態 

・感染拡大からまん延、患者の減少に至る時期を含む。 

対策の目的 

（１）医療体制を維持する。 

（２）健康被害を最小限に抑える。 

（３）市民の生活及び経済への影響を最小限に抑える。 

対策の考え方 

（１）感染拡大を止めることは困難であり、対策の主眼を、早期の積極的な感染拡

大防止から被害軽減に切り替える。 

（２）県内及び近隣市の発生状況等を勘案し、県と連携して対策を実施する。 

（３）状況に応じた医療体制や感染対策、ワクチン接種、社会・経済活動の状況等

に照らし、市民一人ひとりが自らとるべき感染対策について理解し、自発的行

動が取られるように積極的な情報提供を行う。また、新型インフルエンザ等の

重症化を防ぐため、発症者が直ちに適切な受診行動をとるよう啓発する。 

（４）流行のピーク時の入院患者や重症者の数をなるべく少なくして医療体制への

負荷を軽減する。 

（５）医療体制の維持に全力を尽くし、必要な患者が適切な医療を受けられるよう

にし健康被害を最小限にとどめる。 

（６）受診患者数を減少させ、入院患者数や重症者数を抑え、医療体制への負荷を

軽減するため、ワクチン供給後に住民接種を早期かつ短期間で実施できるよう

準備を急ぎ、体制が整い次第、速やかに実施する。 

（７）欠勤者の増大が予測されるなか、市民の生活や経済への影響を最小限に抑え

るため必要なライフライン等の事業活動を継続させる。また、その他の社会活

動についてもできる限り継続させる。 

（８）状況の進展に応じて、必要性の低下した対策の縮小・中止を図る。 

 

 

<対策の内容> 

 

 【事務局・総務】 

政府が新型インフルエンザ等緊急事態宣言を行ったときは、特措法第 34 条の規定

により直ちに市対策本部を設置する。 

市対策本部は、県が変更した対処方針に基づき、市の対処方針を変更し公表する。 

４-１ 実施体制 
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新型インフルエンザ等対策の実施に当たり、自らの要員や物資等に不足が生じたと

きは、特措法第 39条第２項及び第 42条に基づき、他の地方公共団体に応援や職員の

派遣を求めることや、特措法第 41 条に基づき、他の地方公共団体に事務を委託する

ことを検討する。 

 

 

（１） 情報の収集・分析 【医療】 

ア 情報収集の強化 【医療】 

地域発生早期と同様、国、県等から、海外・国内での新型インフルエンザ

等の発生状況、抗インフルエンザウイルス薬やワクチンの有効性・ 安全性

等に関する必要な情報を収集する。 

イ サーベイランス 【医療】 

患者発生状況に応じて、患者全数を把握することから、重症者や死亡者、

集団発生を把握する体制へと移行する。 

 

（２） 情報提供 【総務・広報・医療】  

地域発生早期と同様、市民等への情報提供を継続する。その際、特に以下の

事項についての情報提供を強化する。 

ア 市民への情報提供 【広報】 

（ア） 患者の急激な増加を抑制するため、予防や発症時の対処方法等につい

て重点的に周知する。 

（イ） 市医師会などと連携して、不要不急の受診を控えるよう、市民に周知

する。 

（ウ） 地域感染期への移行宣言 

県知事による地域感染期への移行宣言にあわせて、感染拡大防止、医

療体制の確保、社会活動維持に向けた必要な情報を提供する。これらの

例としては以下の事項が考えられる。 

① 外出や集会の自粛要請 

② 外来・入院医療体制の変更等（重症患者以外は自宅療養となること

等） 

③ 入院・在宅医療、生活支援等に関する情報 

イ 専用外来及び外来協力医療機関名の公表 【広報】 

新型インフルエンザ等が疑われる症状を呈している者の診療可能な専用

外来及び外来協力医療機関の情報について、広報あかしや市ホームページ等

で広く市民に提供する。また、地域感染期への移行にあわせ、相談センター

の体制を縮小又は解除する。 

ウ コールセンターの継続活用 【総務・広報・医療】 

４-２ 情報収集・提供 
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コールセンターにおいて、受診に関する相談については専用外来及び外来

協力医療機関を紹介するとともに、在宅看護等の情報を提供し、自宅療養患

者のセルフケアの支援を行う。 

 

エ 医療機関への情報提供 【医療】 

引き続き、症例定義や医療体制の状況等、 医療を提供するために必要な

情報の提供を継続する。 

 

 

地域感染期においては、感染拡大を止めることは困難であり、対策の主眼を、早

期の積極的な感染拡大防止から被害軽減に切り替えることになる。一方で、患者数

の増加に伴い地域における医療体制の負荷が過大となり、適切な医療を受けられな

いことによる重症者・死亡者数が増加する可能性もある。このため、地域感染期に

おいてもまん延防止対策を講じる。 

 

対策レベル１から３までの共通事項 

（１） 患者・濃厚接触者への対応 【医療】 

り患した患者については、症状が軽快しても感染力が無くなるまで外出しな

いよう呼びかけを継続する。 

なお、地域感染期においては、個人に対して実施する感染症法及び検疫法に

基づく隔離、停留、健康観察・健康監視、入院措置、接触者への外出自粛の要

請等の措置は、感染症対策としての合理性が失われることから実施しない。 

地域感染期においては、増加する患者に対する抗インフルエンザウイルス薬

による治療を優先する。地域発生早期において本市が実施することとしている

患者の同居者を除く濃厚接触者に対する予防投与は実施しない。 

患者の同居者の感染予防を目的とした抗インフルエンザウイルス薬の予防投

与については、国が予防投与の効果を評価した上で、継続するかどうかを決定

するので、国の方針に従って対応する。 

 

（２） 個人としての対策の啓発 【総務・広報・市民・福祉・医療・教育】 

市民に対し、咳エチケット・マスク着用・手洗い、人混みを避ける等の基本

的な感染対策を強く勧奨する。 

 

（３） 地域対策・職場対策の周知 【総務・広報・市民・福祉・医療・教育】 

県と連携して、地域発生早期と同様の対策を実施するほか、患者数や欠勤者

数の増加に応じて次の対策を行う。 

① 事業者に対し、欠勤者の状況を踏まえて、必要不可欠な事業活動の継続と

４-３ 予防・まん延防止 
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不急の事業活動の縮小を検討するよう要請する。あわせて、時差出勤につい

ても検討するよう要請する。 

② 市内における患者の発生状況と医療提供のキャパシティを考慮して、学校

保健安全法に基づく臨時休業（学級閉鎖・学年閉鎖・休校）を行うよう学校

の設置者に要請する。 

 

（４） 水際対策への協力 【医療】 

国の行う水際対策の体制見直しに応じて、必要な協力を行う。 

 

（５） 予防接種 【医療】 

県は、地域発生早期と同様、ワクチンを確保し、速やかに供給するとともに、 

国が行う特定接種に協力する。特定接種に協力するとともに、予防接種法第６

条第３項に基づく新臨時接種を実施する。 

国が緊急事態宣言を行っている場合には、特措法第 46 条に基づく住民に対

する予防接種を行う。 

 

対策レベル１及び対策レベル２ 

（１） 社会活動の制限等 【市民・福祉・教育】 

地域発生早期の対策レベル１又は対策レベル２の対策と同様に実施する。 

 

対策レベル３ 

（１） 患者・濃厚接触者対策 【医療】 

ア 国、県と連携し、医療機関に対し、地域感染期においては、患者の治療を

優先することから、患者との濃厚接触者（同居者を除く）への抗インフルエ

ンザウイルス薬の予防投与を原則として見合わせるよう要請する。患者の同

居者に対する予防投与については、期待される効果を評価した上で継続の有

無を決定する。 

イ 地域感染期となった場合は、患者の濃厚接触者を特定しての措置（外出自

粛要請、健康観察等）は中止する。 

 

（２） 社会活動の制限等 【市民・福祉・教育】 

地域発生早期の対策レベル１又は対策レベル２の対策と同様に実施する。 
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地域ごとの患者発生状況に応じて、対策の主眼をまん延防止から被害軽減(重症 

化予防)に切り替えるため、軽症者は自宅療養、重症者は入院という原則のもとに

医療体制を移行する。 

また、市内の患者発生状況等を踏まえ、保健所が市医師会等と連携、協力し実情

に応じた切り替えを行う。 

対策レベル１から３まで（国が緊急事態宣言を行った場合を含む。）共通して以

下の対策を実施する。国が緊急事態宣言を行った場合で、以下の対策の実施だけで

は不足があるとして、特措法第 47 条に基づき、県が必要な措置について検討し実

施したときは、本市も県と連携して同様の措置を行う。 

 

対策レベル１から３までを通じた基本的な医療体制 

（１） 相談センターの縮小・解除 【医療】 

患者、感染者の発生状況や医療機関から専用外来への患者紹介状況等を踏ま

えて、有症帰国者等に特化した対応の効果が限られていると判断される場合は、

相談センターの体制を縮小又は解除する。 

あわせて、新型インフルエンザ等患者の診療可能な専用外来及び外来協力医

療機関を、新型インフルエンザ等が疑われる症状を呈している者の受診する医

療機関として、「広報あかし」や市ホームページ等でより広く市民に周知する。 

 

（２） 外来の医療体制 【医療】 

地域感染期においては、多数の患者を診療する必要があるため、通常の季節

性インフルエンザを診る医療機関（以下「一般医療機関」という。）において

も診療を行うこととするが、患者の発生数、病原性の程度等に応じて、順次、

一般医療機関が外来協力医療機関へ移行していくようにするなど柔軟に体制

４-４ 医療体制 

＜国が緊急事態宣言を行っている場合の措置＞ 

地域感染期においては、感染拡大を止めることは困難であり、対策の主眼

を、早期の積極的な感染拡大防止から被害軽減に切り替える必要がある。こ

のため、地域発生早期において期間を定めて実施している社会活動制限の

実施期間の終了をもって、状況に応じ対策レベル２又は対策レベル１の対策に

切り替える。 

患者数の増加に伴い、地域における医療体制の負荷が過大となり、適切

な医療を受けられないことによる死亡者が増加する可能性がある。このよう

な状況においては、県が、改めて社会活動制限の実施期間及び実施区域を決

定し、当該期間及び区域において、地域発生早期と同様の特措法に規定する

緊急事態措置として社会活動制限を実施する。 
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を構築する。専用外来は、一般医療機関、外来協力医療機関では対応の困難な

重症患者等を優先的に診療する体制へ移行する。 

 

（３） 入院の医療体制 【医療】 

入院勧告による感染拡大の抑制効果が低下した場合（例えば、感染源不明の

患者が同一時期に、同一圏域内の複数地域で発生している場合）、又は、感染

源不明の患者の増加により、入院患者が感染症指定医療機関等の病床数を超え

る状況となった場合には、新型インフルエンザ等患者の入院措置（感染拡大の

抑制のための勧告入院）を中止する。 

入院患者の受入れは、基本的に、内科、小児科等の入院病床を有する医療機

関（以下「一般入院医療機関」という。）で対応するが、病原性の程度が高い

場合等は、感染症指定医療機関及び入院協力医療機関で対応する。この場合に

おいて、地域で入院が必要な患者数が増加したときは、一般入院医療機関の個

室等を利用した軽症者の受け入れや、感染症指定医療機関及び入院協力医療機

関での臨時的な定員超過収容等により対応する。 

小児、妊産婦、透析患者などで、二次保健医療圏域内の医療機関で入院が困

難な場合は、圏域外に入院施設を求めるなど全県的な対応を県に要請する。 

また、さらなる患者増への対応として、臨時の医療施設による対応も検討す

る。 

臨時の医療施設については、医療機関の敷地外の仮設建物、公民館等の公共

施設、ホテル等の宿泊施設などが考えられるが、既存の医療施設以外では、医

療設備面等から高度な医療の提供は困難である。臨時の医療施設において医療

の提供を受ける患者の例としては、外来診療で対応可能な程度の病状であるも

のの在宅療養を行うことが困難である患者が考えられる。 

 

（４） 空床情報収集・共有システム 【医療】 

入院は、基本的に重症患者又は重症化する可能性のある患者が中心となる。

患者の入院調整については、二次保健医療圏域ごとに空床状況を把握する空床

情報収集・共有システムにより、保健所、市医師会及び市内医療機関等の関係

機関が空床情報を共有し、入院が必要な患者の紹介、受け入れを行う。 

 

（５） 確定患者の感染症指定医療機関への搬送 【医療】 

地域感染期においては、感染症法に基づく搬送は行わず、患者の病状に応じ

て医療機関、消防等の協力を得て搬送を行う。 
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※ 感染症法第 21条では、同法第 19条又は第 20条の規定により入院する患者

を、保健所設置市にあっては市長が移送することができるとされている

が、政府行動計画においては、国内感染期にあっては、感染症法に基づく

入院勧告（措置）を中止し、一般の医療機関でも診療する体制となる。 
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【基本的な医療体制】（主として対策レベル３の対応） 

（１）   県内感染期（感染拡大期）          (出典：県行動計画) 

 

 
 

（２） 県内感染期（まん延期） 
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対策レベル 1 

（１） 医療提供体制 【医療】 

ア 外来医療体制 【医療】 

（ア） インフルエンザに対応した医療機関での診療の実施 

① 新型インフルエンザが疑われる者の外来診療は、一般医療機関で対

応する。 

② 医療機関では、医療従事者のマスク着用、発熱患者のマスク着用、

発熱患者とその他の患者の待合区域を分ける等、院内感染対策（標準

予防策と飛沫感染予防策）を講じる。 

（イ） 基礎疾患を有する者等への対応 

透析患者、小児患者、妊産婦及び基礎疾患を有する患者についても、

原則、かかりつけ医療機関で外来診療を行う。ただし、基礎疾患のコン

トロールが必要な患者については、透析等の主治医と連携して、医療を

提供する。 

イ 入院医療体制 【医療】 

（ア） 入院対象者 

① 軽症者は自宅療養とする。 

② 基礎疾患を有する者で症状の程度や基礎疾患の状態から重症化す

るおそれがある者については、主治医の判断により一般入院医 療機

関で入院治療を行う。 

（イ） 入院医療機関 

医療機関においては、陰圧病室又は換気の良好な個室対応など院内感

染対策がとられている病床への入院を優先する。 

 

（２） 検査体制 【医療】 

新型インフルエンザウイルス検査については、 全患者検査から、重症者又

は集団発生時の検査に切り替える。 

 

（３） 保健所の対応 【医療】 

市内における医療の状況を把握し、必要に応じて医療機関、市医師会等と 連

携し、医療体制の拡充・強化のための対策を実施する。 
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対策レベル２ 

（１） 医療提供体制 【医療】 

ア 外来医療体制 【医療】 

（ア） インフルエンザに対応した医療機関での診療の実施 

① 新型インフルエンザが疑われる者の外来診療は、一般医療機関で対

応する。 

② 重症化が懸念されるなど、一般医療機関での治療が難しい場合には、

専用外来等へ紹介する。 

③ 医療機関では、医療従事者のマスク着用、発熱患者のマスク着用、

発熱患者とその他の患者の待合区域を分ける等、院内感染対策（標準

予防策と飛沫感染予防策）を徹底する。 

（イ） 重症化が懸念される者への対応 

① 透析医療機関においては、院内感染対策の徹底を図るとともに、時

間的・空間的な隔離等によって、自院の新型インフルエンザ等患者に

対する透析を実施する。また、透析患者で入院が必要な者については、

感染症指定医療機関、又は透析担当医師と感染症担当医師が連携して

治療を行える医療機関に入院のうえ透析を実施する。 

② 小児患者で入院が必要な場合を想定して、通常の小児救急を基本と

した病診連携を強化する。 

③ 重症化した妊婦に対し、妊娠中及び周産期を通じて、感染症治療が

総合的に行える医療体制を構築する。 

④ 新型インフルエンザウイルスの病原性が変化したり、感染力が高く

なるなどした場合、発熱患者が増加し、医療機関の診療に支障を来す

ことが予想されるため、経過観察や検査入院などの患者で、数週間の

延期が可能なものについては、これを検討し、新型インフルエンザ等

の重症患者への医療を適切に提供する。 

イ 入院医療体制 【医療】 

① 軽症者は適切な投薬等を行ったうえで、自宅療養とする。 

② 基礎疾患を有する者でインフルエンザの症状の程度や基礎疾患の状態

から重症化するおそれがある者については、一般入院医療機関で入院治

療を行う。一般入院医療機関で入院治療が困難な場合は、入院協力医療

機関と連携して対応する。 

③ 透析患者、妊婦等、特別な医療を必要とする患者はもとより、インフ

ルエンザ症状が重症化した患者に対応するため、専門医療機関との連携

を強化する。 
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（２） 検査体制 【医療】 

対策レベル１と同様 

 

（３） 保健所の対応 【医療】 

対策レベル１と同様 

 

対策レベル３ 

（１） 医療体制 【福祉・医療】 

ア 外来医療体制 【医療】 

帰国者及び接触者以外からの新型インフルエンザ患者が継続して認めら

れる場合は、院内感染対策を実施したうえで、外来協力医療機関において発

熱・呼吸器症状等がある患者を診療する体制に移行する。 

専門外来は、外来協力医療機関では対応が困難な患者を優先的に診療する。 

（ア） 外来協力医療機関の拡充 

専門外来以外の医療機関においては、専用の診療時間帯の確保や患

者の動線分離による院内感染対策を講じて外来協力医療機関へ順次、

移行する。 

さらに感染が拡大した場合には、県、市 医師会の協力を得て、診療

時間の延長、休日・夜間診療体制の強化を図る。 

また、構造設備上の都合等により適切な院内感染対策が確保できな

いなどの理由で、適切な外来診療を受けられない場合等の状況下にお

いては、必要に応じて各圏域で公共施設や仮設テント等を活用した臨

時的な外来の設置を検討する。 

この場合においても、既存の医療施設に併設又は敷地内に仮設外来

を設置するなど、既存の医療施設と連携した医療が行われるように努

める。 

（イ） 感染防止のための医療サービスの確保 

高齢者やかかりつけ患者等が通院せずに診療できる往診や在宅医

療サービスを医師会等関係機関と連携して確保するよう要請する。 

（ウ） ファクシミリ処方 

国のファクシミリ処方に関する方針等が示された場合は、これを市

医師会等と連携してかかりつけ医に周知する。 

慢性疾患等で定期的に受診している患者について、そのかかりつけ

医が電話診療により新型インフルエンザ等への感染の有無や慢性疾

患の状況について診断できた場合には、国の方針に基づき医師が抗イ
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ンフルエンザウイルス薬等の処方箋をファクシミリで発行する。 

（エ） 診療の継続 

医療機関は、医療機関の従業員の勤務状況及び医療資器材・医薬品

の在庫状況を確認し、新型インフルエンザ等やその他の疾患に係る診

療が継続されるように調整する。 

イ 在宅療養への支援 【福祉・医療】 

軽症者が在宅療養へと移行することに伴い、増加する在宅療養者に対し

て、訪問看護サービス等の支援を行う。 

ウ 入院医療体制 【医療】 

入院治療は、感染症指定医療機関及び入院協力医療機関において行う。 

新型インフルエンザ等患者のうち重症者以外は可能な限り自宅療養へと

切り替えていく。 

（ア） 空床等情報収集・共有システムの稼働 

主治医が入院協力医療機関等との間で新型インフルエンザ等患者

の入院調整ができるよう、新型インフルエンザ等入院病床の空病床等

の情報を県、各保健所、医療機関等が共有する「空床等情報収集・共

有システム」を稼働する。 

（イ） さらなる医療機関の確保 

① 入院施設を持つ全ての病院（透析・精神等のあらかじめ選定した

専門病院を除く。）に対して、入院患者の受け入れ協力を依頼する。 

② 入院患者の受け入れ協力を依頼された病院においては、休止病棟

の活用、緊急的な定員超過入院等、一時的な入院病床の確保に向け

たあらゆる方策を検討する。 

③ 感染症指定医療機関及び入院協力医療機関においては、新型イン

フルエンザ等患者以外での、不急な入院患者の受入れを抑制し、 延

期できる手術は延ばすなどして、当該医療機関の他の医療に支障を

来さない範囲内で、空き病床の確保に努める。 

 

（２） 検査体制 【医療】 

新型インフルエンザウイルス検査が、全患者検査から死亡者、重症者、集団

感染を中心とした検査に切り換えられる。 

なお、医療機関においては、インフルエンザ様症状を呈する者が殆ど新型イ

ンフルエンザ陽性と判定される場合には、確定検査を待たず、医師の臨床診断

をもって新型インフルエンザとして判定する。 
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（３） 保健所の対応 【医療】 

ア 入院医療機関の確保及び拡充 【医療】 

医療機関、市医師会等と協力し、重症化患者の入院受け入れ可能医療機関

の把握、入院協力医療機関の確保、拡充に努める。 

イ 医療資器材の確保 【医療】 

患者の疫学調査などの初動対応に必要な個人防護具などの資機材等（マス

ク、防護服、消毒薬等）の在庫状況を把握し、備蓄に努める。 

 

 

＜国が緊急事態宣言を行っている場合の措置＞ 

市内の医療機関が不足した場合には、県が国と連携し、次の対策を実施す

ることに対し、協力する。 

① 医療機関における定員超過入院 【医療】 

②  臨時の医療施設を設置 【医療】 

  次の新型インフルエンザ等患者に医療の提供を行うため、医療従事者

の確保や感染防止などの衛生面に配慮したうえで臨時の医療施設を設置す

る。 

・外来診療を受ける必要のある患者 

・病状は比較的軽度であるものの在宅療養を行うことが困難であり、入院

診療を受ける必要のある患者等 

 

なお、流行がピークを越えた後は、その状況に応じて、患者を医療機関

に移送する等により順次閉鎖する。 
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対策レベル１及び対策レベル２ 

（１） 事業者への要請 【市民】 

県内の事業者に対し、従業員の健康管理を徹底するとともに、職場における

感染対策を開始するよう、県から要請が行われることを受け、市はその要請が

効果的に実施されるよう協力を行う。 

 

（２） 物資の流通確保 

ア 市民・事業者への呼びかけ 【市民】 

市民に対し、食料品、生活必需品等の購入に当たって買占め等必要以上の

消費行動を起こさず冷静に行動するよう呼びかける。事業者に対しては、食

料品、生活関連物資等の価格が高騰しないよう、また、買占め及び売惜しみ

が生じないよう要請する。 

イ マスク等の流通確保 【市民】 

マスク等生活関連物資の不足や価格の上昇、又はそのおそれがある場合に

は需給状況や価格上昇の原因を速やかに調査のうえ、流通の円滑化及び価格

の安定を図る。 

 

対策レベル３ 

（１） 事業者への業務継続要請 【市民】 

県が社会機能の維持に関わる事業者に対し、業務の継続について行う要請を

受け、市はその要請が効果的に行われるよう協力する。 

 

（２） 事業者支援 【市民】 

市は、県と協力し、需要の急減、社員が感染することによる生産活動の低減、

事業活動の縮小・休止等に伴う事業者の経営悪化を防ぎ、早期回復を図るため、

融資等の金融 対策や風評の防止と県内の状況の正確な発信のための県外ＰＲ

等を迅速かつ積極的に実施するための準備を行う。 

 

（３） 物資の流通確保 【市民】 

事業活動、流通の機能低下等に伴う食料、生活必需品の不足が予想される こ

とから、食料、生活必需品の価格や流通状況の監視を強化するとともに、買占

め・売惜しみ等の防止を図り、流通の円滑化及び価格の安定に努める

４-５ 市民生活及び市民経済の安定の確保 
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（４） 遺体の火葬・安置 【医療】 

遺体の搬送作業及び火葬作業に従事する者と連携し、円滑な火葬が実施でき

るよう努める。また、火葬場の火葬能力に応じて、臨時遺体安置所として準備

している場所を活用し、遺体の保存を適切に行う。 

 

（５） ゴミの排出抑制の要請【環境】 

    引き続き、収集方法の周知とゴミ排出抑制について市民へ要請する。 

 

 

＜国が緊急事態宣言を行っている場合の措置＞ 

国が緊急事態宣言を行っている場合には、上記の対策に加え、必要に応じ、

地域発生早期と同様の対策を行う。 

また、地域感染期においては、これらに加えて、次の対策を行う。 

ア 新型インフルエンザ等発生時の要援護者への生活支援 【福祉】 

本市は、国、県からの要請を受けて、在宅の高齢者、障害者等の要援護 

者への生活支援（見回り、介護、訪問診療、食事の提供等）、搬送、死亡時

の対応等を行う。 

イ 埋葬・火葬の特例等 【医療】 

（ア） 県からの要請を受け可能な限り火葬炉を稼働させる。 

（イ） 死亡者が増加し、火葬能力の限界を超えることが明らかになった場合

には、県からの要請を受け、一時的に遺体を安置する施設等を確保す

る。 



５ 小康期の対策 
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５ 小康期の対策 

新型インフルエンザ等の状態 

・新型インフルエンザ等の患者の発生が減少し、低い水準でとどまっている状態 

・大流行は一旦終息している状況 

対策の目的 

（１）市民の生活及び経済の回復を図り、流行の第二波に備える。   

対策の考え方 

（１）第二波の流行に備えるため、第一波に関する対策の評価を行うととも

に、資器材、医薬品の調達等、第一波による医療体制及び社会・経済活

動への影響から早急に回復を図る。 

（２）第一波の終息及び第二波発生の可能性やそれに備える必要性について

市民に情報提供する。 

（３）情報収集の継続により、第二波の発生の早期探知に努める。 

（４）第二波の流行による影響を軽減するため、市民への予防接種を進める。 

 

<対策の内容> 

 

 

実施体制について、評価、検討し、必要に応じ体制の見直しを行う。 

 

（１） 本市の体制 【事務局・総務】 

緊急事態解除宣言が行われたときは、市対策本部を廃止し、状況に応じて、

第二波の流行に備えた警戒体制に移行するなど、適切に対応する。 

 

（２） 対策の分析・評価 【事務局・医療】 

実施した対策に関する評価を行い、必要に応じ市行動計画や事務内容の見直

しを行う。 

 

 

情報収集・提供として実施した対策について、評価、検討し対策の見直しを行う。 

（１） 情報収集 

ア サーベイランス 【医療】 

（ア） 平常時のサーベイランスを継続する。 

（イ） 再流行の早期探知のため、国が学校等で の集団発生の把握を強化し

ている期間中は、これに協力する。 

５-２ 情報収集・提供 

５-１ 実施体制 
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（ウ） これまで実施してきた発生動向調査、サーベイランス等の情報収集、

医療機関情報の提供について評価し、問題点等について改善を行う。 

イ 情報提供 【広報】 

市民への安心宣言と第二波に備えた情報提供を行う。 

（ア） 市長は、県、隣接市の発生状況も踏まえた上で安心宣言を発出する。 

（イ） 流行の第二波に備え、市民への情報提供と注意喚起を行う。 

（ウ） あらゆる機会を通じて広報等を図るなど、風評被害の防止に努める。 

 

（２） コールセンターの縮小・閉鎖 【総務・広報・医療】 

状況を見ながら、国、県からの縮小要請を受けて、コールセンターにおける

新型インフルエンザに関する相談窓口の体制を縮小、閉鎖する。 

コールセンター等に寄せられた問い合わせ、関係機関等から寄せられた情報

等をとりまとめ、情報提供のあり方を評価し、見直しを行う。 

 

 

予防・まん延防止として実施した対策について､評価、検討し対策の見直しを行

う。 

 

（１） 予防接種 【医療】 

流行の第二波に備え、国及び県と連携して予防接種法第６条第３項に基づく

住民接種を進める。 

国が緊急事態宣言を行っている場合には、必要に応じ、国及び県と連携し、 流

行の第二波に備え、特措法第 46 条に基づく住民に対する予防接種を進める。 

 

（２） 社会活動の制限等 【市民・福祉・教育】 

海外発生期、地域未発生期と同様の対策に切り替え、第二波の発生に備えて、 

対策内容の見直しを行う。 

 

 

医療体制として実施した対策について、評価、検討し対策の見直しを行う。 

 

（１） 医療機関での対応 【医療】 

国、県と連携し、患者の発生状況を勘案したうえで平常の医療体制に戻す。 

 

 

（２） 抗インフルエンザウイルス薬 【医療】 

５-４ 医療体制 

５-３ 予防・まん延防止 
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国において新型インフルエンザ等についての知見が整理され、適正な抗イン

フルエンザウイルス薬の使用を含めた治療指針が示された場合は、医療機関に

対し周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

市民の生活及び経済の安定の確保として実施した対策について、評価、検討し対

策の見直しを行う。 

 

（１） 事業の再開 【市民】 

ア 事業者に対し、流行状況を踏まえつつ、事業継続に不可欠な重要業務への

重点化のために縮小・中止していた業務を再開しても差し支えない旨を周知

する。 

イ 社会機能の維持に関わる事業者に対し、これまでの被害状況等の確認を要

請するとともに、流行の第二波に備え、事業を継続していくことができるよ

う、必要な支援を行う。 

ウ 国が緊急事態宣言を行っていた場合は、国、県と連携し、市内の状況等を

踏まえ、対策の合理性が認められなくなった場合には、特措法に基づく緊急

事態措置を縮小・中止する。 

５-５ 市民生活及び市民経済の安定の確保 

＜国が緊急事態宣言を行っていた場合の事後措置＞ 

国が緊急事態宣言を行っていた場合は、必要に応じ、地域感染期に講じた措置を 

適宜、縮小・中止する。 
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Ⅲ 発生段階別の基本的対策と役割分担               
 

 

１　実施体制
実施項目 頁 内容 未 海外 国内 早期 感染 小康 事務局 総務 広報 市民 福祉 医療 環境 水道 教育 消防

市行動計画等の作成 34 計画の作成と見直し ● ◎ ○

本市における体制整備及び連携強化 34
対策本部の体制整備及び国・県・指定公共機

関との連携強化
● ◎ ○

明石市新型インフルエンザ等対策連絡会議等の設

置
42

海外発生期には連絡会議を設置。また県対策

本部が設置され、市長が必要と認めたときは

対策本部を設置する

● ◎ ○

対処方針の作成 43 市の対処方針を作成し公表する ● ◎ ○

明石市新型インフルエンザ等対策連絡会議等の設

置
52

海外発生時は対策連絡会議を設置、緊急事態

宣言時は直ちに市対策本部を設置
● ◎ ○

対処方針の作成 52
市の実情に即した実施対策の選択・決定・変

更の判断を行う
● ◎ ○

市対策本部の設置 57
緊急事態宣言があれば直ちに市対策本部を

設置
● ◎ ○

対処方針の変更 57 市の対処方針を変更し公表する ● ◎ ○

連携の強化 57 県と患者情報の共有等連携を強化 ● ◎

明石市新型インフルエンザ等対策本部の設置 81

緊急事態宣言があれば直ちに市対策本部を

設置

他市への応援協力依頼や事務委託を検討

● ◎ ○

本市の体制 96
緊急事態解除宣言が行われた場合は市対策

本部を廃止する
● ◎ ○

対策の分析・評価 96 必要に応じ計画の見直しを行う ● ◎ ○

２　情報収集・提供
実施項目 頁 内容 未 海外 国内 早期 感染 小康 事務局 総務 広報 市民 福祉 医療 環境 水道 教育 消防

情報の収集・分析 34 新型インフルの発生動向の把握 ● ◎

サーベイランスの実施 35

医療機関、学校等でのインフル発生動向を把

握する

豚インフルエンザ・鳥インフルエンザの発生監

視

● ○ ◎ ○

兵庫県インフルエンザ情報センターへの情報提供 36 サーベイランスで得た情報をセンターへ提供 ● ◎

情報提供 36
広報あかし、ホームページ等を通じて、感染対

策や医療機関の受診方法を周知する
● ◎

コールセンターの体制整備 36 コールセンターの設置を準備する ● ○ ◎ ○

情報の収集・分析 43

医師に患者の情報の届出、提供を求める

大学や社会福祉施設等の集団発生があった

場合に保健所に報告を求める

● ○ ◎ ○

情報提供 43

広報担当の設置

市長メッセージ

医療機関への情報提供、ＱＡをＨＰに掲載

● ◎ ○

相談センターの周知 44
有症帰国者は相談センターへ連絡するよう周

知
● ◎ ○

コールセンターの設置 45

一般的な相談に対応するコールセンターを開

設

有症の者は相談センターを紹介

● ○ ◎ ○

情報の収集・分析 52 海外発生期の対策を継続 ● ○ ◎ ○

情報提供 53

海外発生期の対策を強化し、コールセンター

の機能強化及び風評被害、パニック防止の強

化を図る
● ○ ◎ ○

情報の収集・分析 58

発生状況、抗インフル薬やワクチンの有用性・

安全性等の情報を収集

患者の全数把握

積極的疫学調査と連携して調査

● ◎ ○

情報提供 58
市民、医療機関への情報提供

相談センターの強化
● ○ ◎ ○

地域発生早期における患者発生情報の公表 59 市長メッセージや記者会見等で公表 ● ◎

情報の収集・分析 82
情報収集の強化

患者全数把握から死亡者等の把握への移行
● ◎

情報提供 82

市民へ不要・不急の受診を控えるよう周知

市内感染期への移行宣言

専用外来及外来協力医療機関名の公表

コールセンターの継続活用

医療機関への情報提供

● ○ ◎ ○

情報収集 96
平常時のサーベイランスを継続する

これまでの問題点を改善する
● ◎

情報提供 97 安心宣言を発出する ● ◎

コールセンターの縮小・閉鎖 97
コールセンターにおける相談窓口の体制を縮

小、閉鎖する
● ○ ◎ ○

３　予防・まん延防止
実施項目 頁 内容 未 海外 国内 早期 感染 小康 事務局 総務 広報 市民 福祉 医療 環境 水道 教育 消防

患者・濃厚接触者への対応準備 37 入院措置等の同意書等を準備 ● ◎

個人における対策の普及 37 感染対策の理解促進を図る ● ○ ◎ ○ ○ ○

地域対策・職場対策の周知 37 個人、職場での感染対策を周知 ● ○ ◎ ○ ○ ○

予防接種体制の構築 37
特定接種、予防接種について県や医師会等と

連携し実施体制を整備する
● ○ ◎

◎主担当チーム 〇担当チーム 
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実施項目 頁 内容 未 海外 国内 早期 感染 小康 事務局 総務 広報 市民 福祉 医療 環境 水道 教育 消防

社会活動制限の準備 38
必要に応じ、知事の要請に基づく社会活動制

限の実施があることを周知しておく
● ◎ ○ ○

患者・濃厚接触者への対応準備 45

説明資料や同意書の作成

公衆衛生専門職員の疫学調査実施に向けた

調査内容の確認

● ◎

個人における対策の普及等 45
市、学校、事業者は感染防止措置を呼びかけ

る
● ○ ◎ ○ ○ ○

水際対策への協力 45

検疫所と連携し、帰国者等から患者の早期発

見に努める

帰国者への健康監視、保健指導

● ◎

予防接種の支援 46
市職員への特定接種

住民接種の準備
● ○ ◎

社会活動の制限の準備の要請 47

学校や保育所、集客施設、イベント事業者へ

感染防止措置の呼びかけ

社会活動制限の要請があることを事前に周知

する

● ◎ ○ ○

感染予防策の強化（まん延防止策） 53 地域発生早期に備える ● ○ ◎ ○ ○ ○

予防接種 54 国が決定した接種順位について住民周知する ● ◎

■共通事項 60

新型インフルエンザ等の患者に対する感染対策 60 患者数が少ない→すべての患者を入院措置 ● ◎

濃厚接触者対策 60 濃厚接触者への外出自粛の要請等 ● ◎

個人における対策の啓発 62 マスク着用、手洗い等の勧奨 ● ○ ◎ ○ ○ ○ ○

水際対策への協力 62 帰国者の健康監視等 ● ◎

■対策レベル１ 63

地域対策・職場対策の周知 63

事業者へ時差出勤や従業員の健康管理を要

請

学校保健安全法に基づく臨時休業を要請

● ○ ○ ◎ ○ ○ ○

予防接種 63
特定接種の実施

住民接種の実施
● ○ ◎

社会活動の制限等 64

学校保健安全法に基づく臨時休業

保健所・福祉関係事業所の休業等

集客施設における感染防止の措置の徹底等

の要請

集会・イベント等における感染防止の措置の徹

底等の要請

● ◎ ○ ○

■対策レベル２ 65

地域対策・職場対策の周知 65
事業者に発熱した従業員の欠勤や受診を勧め

るよう要請
● ○ ○ ◎ ○ ○ ○

予防接種 65 レベル１と同じ ● ○ ◎

社会活動の制限等 65

学校等の臨時休業（レベル１と同様）

保健所・福祉関係事業所の休業等（レベル１と

同様）

集客施設における感染防止の措置の徹底等

の要請

集会・イベント等における感染防止の措置の徹

底等の要請

● ◎ ○ ○

■対策レベル３ 66

地域対策・職場対策の周知 66
自粛できる部門の検討と自粛

病院・高齢者施設等の発病の早期発見
● ○ ○ ◎ ○ ○ ○

予防接種 66
特定接種の実施

住民接種の実施
● ○ ◎

社会活動の制限等 66 ● ◎ ○ ○

（緊急事態宣言なし） 67

市民の不要不急の外出自粛 67 外出・集会の自粛 ● ◎

学校等の臨時休業 67 市単位での臨時休業 ● ○ ◎

保育所・福祉関係事務所の臨時休業等 68
市単位での臨時休業、市立は休業、代替措置

の用意
● ◎

集客施設の臨時休業 68
病院、食料品店等についても感染防止の要請

→営業自粛等の要請
● ◎

集会・イベント等の自粛 69 感染防止の要請→中止等の要請 ● ◎

（緊急事態宣言） 70

市民の行動自粛 71 外出の自粛 ● ◎

学校等の臨時休業 71 法に基づく要請→指示・施設名の公表 ● ○ ◎

保育所・福祉関係事務所の臨時休業等 71
法に基づく要請→指示・施設名の公表、代替

措置の用意
● ◎

集客施設の臨時休業 72
病院、食料品店等についても感染防止の要請

→営業自粛等の要請
● ◎

集会・イベント等の自粛 74 感染防止の要請→中止等の要請 ● ◎

■共通事項 83 ●

患者・濃厚接触者への対応 83 抗インフル薬による治療を優先 ● ◎

個人としての対策の啓発 83 基本的な感染対策を強く勧奨する ● ○ ◎ ○ ○ ○ ○

地域対策・職場対策の周知 83
必要不可欠な事業の継続と不急な事業の縮

小を要請
● ○ ○ ◎ ○ ○ ○

水際対策への協力 84
国の行う水際対策の体制見直しに応じて必要

な協力を行う
◎

予防接種 84 地域発生早期のレベル１，２を実施 ● ◎
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実施項目 頁 内容 未 海外 国内 早期 感染 小康 事務局 総務 広報 市民 福祉 医療 環境 水道 教育 消防

社会活動の制限等 84

学校保健安全法に基づく臨時休業

保健所・福祉関係事業所の休業等

集客施設における感染防止の措置の徹底等

の要請

集会・イベント等における感染防止の措置の徹

底等の要請

● ◎ ○ ○

■レベル３の対策 84

患者・濃厚接触者への対応 84

濃厚接触者への抗インフルエンザ薬の予防投

与を見合わせる

濃厚接触者を特定しての措置は中止する

● ◎

予防接種 97 第２波に備え住民接種を実施 ● ○ ◎

社会活動の制限等 97 第２波に備え見直しを行う ● ◎ ○ ○

４　医療体制
実施項目 頁 内容 未 海外 国内 早期 感染 小康 事務局 総務 広報 市民 福祉 医療 環境 水道 教育 消防

医療体制の整備 38

専用外来を実施する医療機関の整備

外来協力医療機関の確保

感染症指定医療機関との連携

病床数の把握

● ◎

入院医療機関の情報共有体制の整備 39
空床状況等を医療機関等と情報共有できる体

制の整備
● ◎

検査体制の整備 40
県立健康科学研究所への検査依頼体制の充

実
● ◎

感染防止のための個人防護具等の整備 40
疫学調査、搬送従事者等の個人防護具等を整

備
● ◎ ○ ○

マニュアル等の作成、研修、訓練等 40
国が作成した手引きや圏域での患者受入マ

ニュアル等を医療機関に周知する
● ◎

専用外来及び相談センターの設置 48
専用外来を設置

相談センターを保健所に設置
● ◎

医療機関における対応 48

相談センター→専用外来

一般医療機関→相談センター→専用外来

外来協力医療機関の確保、入院病床の確保

ファクシミリ処方の準備

● ◎

空床情報収集・共有システムの活用体制の構築 49 医師会と調整しシステムを構築 ● ◎

検査体制 49

県立健康生活科学研究所と検査依頼体制を

整備する

検査対象はすべての疑似症患者

● ◎

抗インフルエンザウイルス薬の対応 50
患者の同居者や患者と接触した医療従事者等

への予防投与
● ◎

感染対策に係る個人防護具等の確保 50 患者に接触する職員の個人防護具の確保 ● ◎ ○ ○

外来医療体制 54

海外発生期の対応に加えて、一般医療機関の

院内感染対策の強化

新型インフルエンザ等患者又は疑似患者の疑

いがある場合、直ちに保健所へ連絡するよう

要請する

● ◎

濃厚接触者等への対応等 54
国及び県と連携し、医療機関の協力を得て、新

型インフルエンザ等患者の発生に備える
● ◎

■共通事項 75

基本的な医療体制 75
専用外来での診療→感染症指定医療機関へ

の入院
● ◎

地域発生早期における医療体制 76

専用外来は有症帰国者を診療

外来協力医療機関の準備

新型インフルなら感染症指定医療機関へ入院

● ◎

医療体制の移行 77
国・県の基本的対処方針の変更等により医療

体制の移行を決定する
● ◎

空床情報収集・共有システムの開始 77 入院可能な空床状況を共有 ● ◎

検査体制 77
全例、検体を確保し、保健所が県立健康科学

研究所へ搬送しＰＣＲ検査
● ◎

抗インフルエンザウイルス薬の予防投与 77
濃厚接触者、医療従事者、救急隊員で曝露し

た者に投与
● ◎

抗インフルエンザウイルス薬等の安定供給 78 医療機関への適正な使用を要請 ● ◎

濃厚接触者の把握と指導 78 保健所は積極的疫学調査等を実施 ● ◎

■共通事項 85

相談センターの縮小・解除 85 専用外来及び外来協力医療機関を広く周知 ● ◎

外来の医療体制 85
一般医療機関でも診療、一般医療機関を外来

協力医療機関へ移行していく
● ◎

入院の医療体制 86

病原性が高い場合は感染症指定医療機関及

入院医療機関で対応するが、それ以外は一般

医療機関で受入

圏域外、臨時の医療施設の対応を検討

● ◎

空床情報収集・共有システム 86 入院は重症患者。2次医療圏で調整 ● ◎

確定患者の感染症指定医療機関への搬送 86 感染症に基づく搬送は行わない ● ◎

■対策レベル１ 89

医療提供体制 89

外来診療は一般医療機関

軽症者は自宅療養、重症化のおそれは一般入

院医療機関へ

● ◎

検査体制 89 全患者から重症者等へ切り替える ● ◎

保健所の対応 89 医療体制の拡充・強化のための対策を実施 ● ◎

■対策レベル２ 90
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実施項目 頁 内容 未 海外 国内 早期 感染 小康 事務局 総務 広報 市民 福祉 医療 環境 水道 教育 消防

医療提供体制 90

外来診療は一般医療機関、重症化は専用外

来

軽症者は自宅療養、重症化のおそれは一般入

院医療機関又は入院協力医療機関

● ◎

検査体制 91 対策レベル１と同様 ● ◎

保健所の対応 91 対策レベル1と同様 ● ◎

■対策レベル３ 91

医療体制 91

専門外来は外来協力医療機関で対応が困難

な患者を優先

外来協力医療機関は発熱・呼吸器症状がある

患者

臨時的な外来の設置

在宅療養者に訪問看護サービス等を支援

入院は感染症指定医療機関及び入院協力医

療機関で行う

● ○ ◎

検査体制 92
全患者から重症者等へ切り替える

確定検査を待たず判定
● ◎

保健所の対応 93 入院医療機関の確保及び拡充 ● ◎

（緊急事態宣言を行っている場合） 93

医療機関における定員超過入院 93 ● ◎

臨時の医療施設を設置 93 ● ◎

医療機関での対応 97 平常の医療体制に戻す ● ◎

抗インフルエンザウイルス薬 98 治療指針が示されれば医療機関へ周知 ● ◎

５　市民生活及び市民経済の安定の確保
実施項目 頁 内容 未 海外 国内 早期 感染 小康 事務局 総務 広報 市民 福祉 医療 環境 水道 教育 消防

業務計画等の作成 40 水の安定供給のため業務計画を作成する ● ◎

事業継続計画等の作成推進 40 事業者に事業継続計画の作成を要請する ● ◎

新型インフルエンザ等発生時の要援護者への生活

支援
41

要援護者への生活支援（見回り、介護、訪問

治療、食事の提供等）搬送、死亡時の対応等

について手続きを決めておく

● ◎

火葬能力等の把握 41
火葬能力や一時的に遺体を安置できる施設を

把握する
● ◎

物資及び資材の備蓄等 41 医薬品やその他物資を備蓄する ● ◎ ○

関係事業者等への準備の要請 50
従業員の健康状態の把握

県が行う事業者への要請に協力
● ◎ ○

遺体の火葬・安置の準備 51 一時的に遺体を安置できる施設の確保 ● ◎

事業者への感染予防対策等の要請 54 職場の感染予防対策徹底の要請 ● ◎

市民・事業者への呼びかけ 55
市民に対し、消費者としての適切な行動を呼び

かける
● ○ ◎

遺体の安置・火葬 55 海外発生期の対策を継続 ● ◎

■対策レベル１・２ 79

事業者への要請 79
従業員の健康管理の徹底、職場での感染対

策
● ◎

物資の流通確保 79 買占め・売り惜しみ等が生じないよう要請 ● ○ ◎

■対策レベル３ 79

物資の流通確保 79
監視を強化し、流通の円滑化、価格の安定を

図る
● ○ ◎

遺体の火葬・安置 79 円滑な火葬と臨時安置所の活用 ● ◎

ゴミの排出抑制の要請 79
ゴミの収集縮小を決定し、収集方法の周知と排

出抑制について要請
● ◎

（緊急事態宣言を行った場合） 80

事業者のサービス水準の低下に係る市民への呼

びかけ
80

事業者のサービス水準が低下する可能性を

呼びかけ
● ○ ◎

生活関連物資等の価格の安定等 80
買占め・売り惜しみ等が生じないよう監視、要

請
● ○ ◎

水の安定供給 80 業務計画により衛生上の措置 ● ◎

■対策レベル１・２ 94

事業者への要請 94
従業員の健康管理の徹底、職場での感染対

策
● ◎

物資の流通確保 94
買占め・売り惜しみ等が生じないよう要請

マスクの流通確保
● ◎

■対策レベル３ 94

事業者への業務継続要請 94
社会機能の維持に関わる事業者へ業務継続

を要請
● ◎

事業者支援 94 金融対策や風評防止等 ● ◎

物資の流通確保 94
監視を強化し、流通の円滑化、価格の安定を

図る
● ◎

遺体の火葬・安置 95 円滑な火葬と臨時安置所の活用 ● ◎

ゴミの排出抑制の要請 95
ゴミの収集縮小を決定し、収集方法の周知と排

出抑制について要請
● ◎

（緊急事態宣言を行った場合） 95

要援護者への生活支援 95

要援護者への生活支援（見回り、介護、訪問

治療、食事の提供等）搬送、死亡時の対応等

を行う

● ◎

埋葬・火葬の特例等 95 一時的に遺体を安置する施設を確保する ● ◎

事業の再開 98 ● ◎
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	・地域で新型インフルエンザ等の患者が発生しているが、国内においてすべての患者の接触歴を疫学調査で追える状態
	※ 　地域未発生期の場合でも、首都圏等の大都市での発生があり、早晩、感染が全国に拡大していくことが想定されるときは、日本全域が緊急事態宣言の区域となることがある。この場合には地域発生早期として、国、県の基本的対処方針などに従い、緊急事態の措置を実施する。

